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第 3 章 鋼のミクロ組織の靭性に及ぼす影響の理論的解明 

 

 本章では、フェライト／セメンタイト（以下、α／θと称す）鋼のミクロ組織と靭性と

の関係性について基礎的な研究を行った経緯と結果を示す。 

 

3.1 鋼のミクロ組織と靭性との関係性調査の背景 
 

 前章では、ミクロ組織観察をその主な手段として用い、平均結晶粒径が 5μm 程度の等軸

細粒鋼を指針とすることで、結晶粒微細化による高強度高靭性鋼を製造する加工熱処理プ

ロセスを提案した。これによって、強度試験や破壊靭性試験を行なうことなく必要な機械

的特性が得られる加工熱処理プロセスを検討することが可能となった。同提案プロセスで

試作した厚鋼板は、降伏強度と引張強度とセパレーション指数は目標値を大幅に達成した

ものの、脆性延性遷移温度で目標値を達成したのは、再加熱温度が 800℃と 825℃で室温ま

で急冷したプロセスで作成した鋼材であった。再加熱温度が 850℃のプロセスで作成した鋼

材は、他のプロセスと比べて若干の粗粒化が認められたものの、焼戻し処理を追加するこ

とで、そのミクロ組織に認められた残留マルテンサイトを分解した結果、靭性の目標値を

達成したと考えられた。このように本プロセス研究において、結晶粒径と脆化相寸法の微

細化が靭性向上に寄与することを示したものの、このようなことは従来から経験的な理解

に留まっており、鋼材開発の指針を与えるには至っていない。そこで、基本に立ち返り、

靭性とミクロ組織との関係性を理論的に解明することで、本プロセス研究の焼戻し処理追

加による靭性改善の理由を明らかにすると共に、ひいては今後の鋼材開発にも資すること

が期待される。 

 

3.2 へき開破壊機構に関する従来研究 
 

 脆性破壊の一種であるへき開破壊の機構は、応力が作用する材料を一連の鎖に見立て、

その要素のうち も弱い要素が破壊すれば、材料全体の破壊に至るという意味の「 弱リ

ンク機構」に基づくと考えられている[3-1～4]。その理由は、材料の寸法が大きいほど 弱

要素の破壊確率が高まるため、靭性が低下すること（以下、確率的寸法効果と称す）や、

材料における 弱部の位置が不定なため、同一条件の破壊靭性試験においてもばらつきを

伴うことなどが説明できるからである。 

 Beremin[3-4]は、Eq.（3-1）に示す通り、へき開破壊の破壊確率 F(σ)を「 弱リンク機

構」に基づいて Weibull 分布関数で近似することで、定式化した。 
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 F σ 1 exp     （3-1） 

 

ここで、形状母数 m と尺度母数σ0は材料定数とされ、ワイブル応力σwは Eq.（3-2）で定

義される。 

 

 σ
V

dVV
∑ σ V

V
   （3-2） 

 

ここで、積分領域 V は破壊が発生する可能性のある領域、体積要素 V0は「 弱リンク機構」

を構成する要素、σiは要素に作用する応力を意味する。体積要素 V0の大きさは、破壊起点

とされる微視亀裂の存在確率が 0 とならない程度で、且つ、隣接する単位体積とは統計的

に独立していると見なせるだけの大きさとされる。この Beremin モデルは、それまで経験

的にしか認識されていなかったへき開破壊強度の確率的寸法効果の定式化を可能とし、且

つ、これから推定された破壊靭性のばらつきが実験結果と一致する[3-5,6]など、その工学的

な価値が評価されている。しかし、破壊起点と考えられる微視亀裂が潜在的にある一定の

確率分布で存在することを前提としており、また破壊確率を 大主応力のみの関数として

取り扱っていることに対し、近年、微視亀裂の発生に及ぼす諸因子に関する検討がなされ、

それらを考慮した修正モデルが提案された。孕石ら[3-7]は Eq.（3-3）で、Bordet ら[3-8,9]

は Eq.（3-4）でそれぞれ定式化した。 
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ここで、 ε は歪εにおけるθの割れ確率、σ は各体積要素 V0に作用する 大主応力、σ は

へき開伝播に対する局所応力の閾値、ε は相当塑性ひずみ、ε , はσ の計算範囲における

ε 上限値、σ は温度 T と歪速度ε の関数としての降伏応力、σ , は参考降伏応力、ε , は

参考塑性歪を意味する。ただし、これらのモデルは、α粒径やθ寸法などのミクロ組織観

察で得られる値との関係性が不明瞭である。 

 一方、へき開破壊の機構をミクロ組織と直接関係付けて説明する場合は、一般に Fig.3-1

に模式的に示すように、亀裂直下の作用応力が局所破壊応力を超える領域でへき開破壊が

生ずるとし[3-1]、さらに、その微小領域のへき開破壊機構としては、Fig.3-2 に模式的に示

すような三段階で説明される [3-1,10,11]。（I）塑性ひずみなどによって炭化物などの硬質
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第二相粒子に微視亀裂が生じ、（II）この微視亀裂が隣接αのへき開面｛100｝に沿って不安

定伝播し、（III）次の隣接α粒にも伝播することでへき開破壊に至るというものである。こ

の機構の実験的な根拠を示した McMahon ら[3-10]の結果を Fig.3-3 に転載する。 

 ここにおける局所破壊応力を、Tsann Lin ら[3-1]は、Fig.3-4 の概念図で示すように 2 つ

の限界応力で説明した。一つ目は、直径 tθの円盤状θ亀裂を Griffith の式[3-12]に適用した

応力で、θ亀裂の隣接αへの突入を判定基準とし、Eq.（3-5）で表した。 

 

 σ E
      （3-5） 

 

ただし、E はヤング率、νはポアソン比、γθは亀裂がθからαに突入する際のαの有効表

面エネルギーを意味する。 

 二つ目は、θ亀裂が突入したαの割れで形成された直径 d の円盤状α亀裂を Griffith の

式[3-12]に適用した応力で、α亀裂がα粒界を越えて伝播することを試験片全体の破壊に至

る限界条件σfαとし、Eq.（3-6）で表した。 

 

 σ E
      （3-6） 

 

ただし、γαは亀裂がαからαに伝播する際のαの有効表面エネルギーを意味する。Fig.3-5

には、San Martin ら[3-11]が示したγαの温度依存性の実験値の近似曲線の図を転載する。 

 一方、Petch[3-13]は、直径 d 均一のα多結晶体とその粒界に存在し大きさに分布がある

θで構成されるミクロ組織を仮定し、外部負荷の作用によってαの粒界には負荷応力方向

から 45°傾いたすべり面上で転位が堆積するとした上で、粒界に存在するθが割れると同

時に堆積した転位は全てその割れになだれ込み、割れたθの tθに等しい長さの亀裂を開口

させ、その亀裂が隣接αに突入するかどうかを破壊の限界条件として、その判定基準とし

ては、Eq.（3-7）に示す通り、第 1 項目から長さ c のθ亀裂発生時になだれ込んだ N 個の

転位による歪エネルギー、θ亀裂突入時のαの亀裂表面エネルギー、亀裂が生じたことで

解放される弾性エネルギー、そして転位によって亀裂が開口することでなされる仕事の 4

つを総合したエネルギーW が単調減少する程度の負荷応力σとする。ここで、b はバーガ

ースベクトル、R は転位場の大きさを意味する。また、転位総数 N は負荷応力が降伏応力

に等しいと仮定すれば Eq.（3-8）で表される。Fig.3-6 にこのモデルの概念図を示す[3-14]。

したがって、このモデルの局所破壊応力σfθは、ðW／ðc＝0 を c について解くことで求ま

るエネルギーW の極値の限界亀裂長さ Cc（Eq.（3-9））を tθと比較することで、Eq.（3-10）

のように二種類に場合分けして算出される。 
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ここで、Locking parameter kyはα粒径 d-1/2に比例する室温の下降伏応力σy0の傾きを意

味する。Fig.3-7 には、d-1/2 に対するσfθの変化を tθの影響と共に示した Petch[3-13]の図

を転載する。 

 Bingley[3-15]は、Petch[3-13]のモデルを検証し、計算式に適用する結晶粒径の大きさを

平均粒径からより粗大な粒径に修正するモデルを提案した。しかしながら、いずれにして

も Beremin[3-4]のモデルと同様に破壊起点と考えられるθの亀裂発生を前提としており、

亀裂発生に及ぼす諸因子の影響については考慮されていない。 

 Lindley ら[3-16]は、Fiber loading 機構によってα母相と同程度の歪量がその粒界に存在

するθにも作用するとして、θの亀裂発生量が歪と温度によって変化することを Fig.3-8 の

ように示したものの、そのへき開破壊に及ぼす影響については検討していない。 

 以上で示したように、靭性とミクロ組織を直接関係付けたモデルは、確定論的な理論で

あるため、Beremin[3-4]のモデルで再現された破壊靭性のばらつきを評価することができ

ない。しかしながら、近年、Chakrabarti ら[3-17]によってα粒径分布を考慮することで靭

性のばらつきを評価できることが示された。ただし、θ寸法の影響については言及されて

いない。 
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Fig.3-1 へき開破壊機構における切欠き底直下の局所応力の概念図 

 
Fig.3-2 へき開破壊機構におけるミクロ組織の概念図 
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Fig.3-3 (a)α／θ組織での(b)θ亀裂と(c)その隣接α粒への伝播[3-10] 
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Fig.3-4 へき開破壊機構の限界応力の温度依存性[3-1] 

 

 
Fig.3-5 γα（=γmm）の温度依存性[3-11] 
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Fig.3-6 Petch のモデルの概念図[3-14] 

 

 

Fig.3-7 σfθ（=σc）に及ぼす d-1/2と tθ（図中右の数値）の影響[3-13] 

 

θ

θ

θ 
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Fig.3-8 θの亀裂発生に及ぼす歪と温度の影響[3-16] 
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3.3 鋼のミクロ組織と靭性との関係性調査の目的 
 

 上述のような研究が行われている中で、本基礎研究は、靭性のばらつきが説明し得、且

つ、ミクロ組織と靭性の直接的な関係性を明らかにすることを目的とし、特にα／θ鋼を

対象にして、各種鋼材の組織観察と靭性評価を行うと同時に、亀裂発生因子調査を踏まえ

て新規に提案したへき開破壊モデルに基づいたプログラムを作成して模擬実験を行い、両

者の結果を比較して当該モデルの妥当性を検証した。そして、新へき開破壊モデルによっ

て高靭性鋼の製造指針に資するミクロ組織と靭性との関係性を、従来の研究より一層明確

にした。 

 

3.4 鋼のミクロ組織の靭性に及ぼす影響の実験的調査 
 

 ここでは、上述の関係性を実験によって調査した経緯と結果を説明する。 

 

3.4.1 供試鋼材 
 

 Table3-1 には、供試鋼材の化学成分 4 種類を示す。鋼種 10a と 10b の鋼塊を 100kg の真

空溶解炉で溶製し、鋼種 10c と 5a の鋼塊を 50kg の真空溶解炉で溶製した後、以下に示す

加工熱処理の工程を経て供試鋼を作成した。 

 Table3-2 には、鋼種 10a と 10b に対する加工工程を示す。まず、Ar 雰囲気の 1200℃の

炉で加熱して 1h 保持後圧延し、140mm 厚×140mm 幅×520mm 長の鋼片にしてから空冷

した。次に、140mm 厚×140mm 幅×260mm 長に切断し、再度先の圧延と同様の方法で

1200℃まで加熱して 1h 保持後熱間圧延してから空冷することで 25mm 厚×170mm 幅×

1100mm 長の鋼板を得た。Table3-3 には、Table3-2 の加工工程で得た鋼板に施した二種類

の熱処理工程を示す。初めの熱処理工程は、α粒径を制御することを目的とした熱処理で、

狙いの大きさが大きい順に 1200℃×1h（GL）、950℃×1h（GM）、870℃×30min（GS）

の焼ならしと、それに続く空冷で構成される工程である。次の熱処理工程は、θ寸法を制

御することを目的とした熱処理で、狙いの大きさが大きい順に 700℃×4h（CL）、600℃×

1h（CM）、500℃×30min（CS）の焼鈍と、それに続く空冷で構成される工程である。以

上の二種類の熱処理条件を組み合わせることで、α粒径とθ寸法が異なると予想される 5

鋼種を得た。各鋼種の記号の意味は、左から炭素濃度（10 は 0.10%C）、α粒径制御熱処理

記号の G を略した記号、θ寸法制御熱処理記号の C を略した記号である。この熱処理工程

においては、鋼材の圧延面中央に深さ 12.5mm のカップル穴を加工し、そこから熱電対を

挿入して板厚中心部の温度を測定した。 

 Table3-4 には、鋼種 10c と 5a に対する加工工程を示す。まず、95mm 厚×210mm 幅×

320mm 長の鋼塊を 1200℃まで加熱して 1h 保持後、開始温度が 1055℃と 1065℃で終了温
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度が 1063℃と 1061℃の粗圧延で 40mm 厚にし、続いて開始温度が 850℃で終了温度が

835℃と 831℃の仕上げ圧延を行い、 後に冷却停止温度 465℃と 535℃の制御冷却を行っ

て 25mm 厚×230mm 幅×1100mm 長の鋼材を得た。Table3-5 には、Table3-4 の加工工程

で得た鋼材に施した熱処理工程を示す。この熱処理工程は、鋼種 5a に対して 700℃×4h

の焼鈍と、それに続く空冷で構成される工程で、θの粗大化を図った。以上の結果、θ寸

法分布が異なると予想される 3 鋼種を得た。各鋼種の記号の意味は、左から炭素濃度（10

は 0.10%C、5 は 0.05％C）、制御冷却を含む圧延処理を施したことを示す記号 U、θ寸法

制御熱処理を施したことを示す記号 L と施さなかったことを示す記号 U である。 

 

Table3-1 供試鋼材の化学成分（mass %） 
Symbol C Si Mn P S Al N 

10a 0.096 0.06 0.49 0.001 0.0007 0.010 0.0011 
10b 0.100 0.06 0.51 0.001 0.0007 0.010 0.0010 
10c 0.10 0.05 0.48 <0.002 0.0003 0.009 0.0012 
5a 0.053 0.05 0.48 <0.002 0.0003 0.010 0.0014 

 

 

Table3-2 鋼種 10a と 10b に対する圧延条件 

Symbol 
Ingot forming 

Cooling
Hot rolling 

Cooling 
Plate 

thicknessHeating Rolling Heating Rolling 

10a 

10b 

1200℃

x1h 

140×

140mm2 

bar 

Air 
1200℃

x1h 

Uncontrolled 

rolling 
Air 25mm 

 

 

Table3-3 鋼種 10a と 10b に対する熱処理条件 

Symbol Heating Holding Cooling Ferrite Grain size 
GL 1200℃ 1 h Air Large
GM 950℃ 1 h Air Middle
GS 870℃ 0.5 h Air Small

   
Symbol Heating Holding Cooling Cementite size 

CL 700℃ 4 h Air Large 
CM 600℃ 1 h Air Middle 
CS 500℃ 0.5 h Air Small（some Pearlite） 

   
Ferrite 

Grain size
Cementite size

CL CM CS
GL  10LM
GM 10ML 10MM 10MS
GS  10SM
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Table3-4 鋼種 10c と 5a に対する圧延条件 

S
ym

b
o
l 

H
e
at

in
g 

Rough 

rolling 

start 

temp. 

Transfer 

thickness

Finish 

rolling 

start 

temp.

Finish 

rolling 

final 

temp. 

Cooling 

Cooling 

stop 

temp. 

P
la

te
 

th
ic

kn
e
ss

 

5a 1200

℃x1h 

1055℃ 40 mm 850℃ 835℃ Controlled 

water 

465℃ 25mm

10c 1065℃ 40 mm 850℃ 831℃ 535℃ 25mm

 

 

Table3-5 鋼種 10c と 5a に対する熱処理条件 

Symbol Heating Holding Cooling Ferrite – Cementite - C 

5UL 700℃ 4 h Air Fine – Large - 0.05 

5UU Nothing Fine - Fine - 0.05 

10UU Nothing Fine – Fine - 0.10 
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3.4.2 ミクロ組織の調査 
 

 上記の 8 鋼種のミクロ組織を調査するため、ミクロ組織観察とその解析及び微小硬さ試

験を行なった。 

 

3.4.2.1 ミクロ組織観察 
 

（a）観察方法 
 

 上記の 8 鋼種のミクロ組織を観察するため、各鋼種から板厚断面の観察片を切出し、West 

System 製の 105 Epoxy Resin と 105 Hardener の混合液に一晩浸して室温固化、あるいは

埋込機（Struers 製 CitoPress-10）で丸本ストルアス㈱製の熱間埋込樹脂クラロファスト（主

成分：メタクリル酸メチル）を用いて樹脂に埋め込み（以下、樹脂埋め込みと称す）、回転

研磨機（Metcon 製 Forcipol）による研磨で鏡面仕上げした上で、2％ナイタールに数秒間

浸漬して腐食した（以下、腐食と称す）。鏡面仕上げに際しては、エメリー研磨紙の 320 番、

400 番、800 番、1200 番の順に各前段階の研磨傷を塗り替えるまで研磨（以下、研磨と称

す）した上で、3μm、1μm、0.25μm の順にダイヤモンドペーストバフ研磨（以下、バフ

研磨と称す）を行なった。各研磨後には水道水洗浄し、バフ研磨後には水道水洗浄後エタ

ノール溶液置換してからドライヤーで研磨面を乾燥させた。 

 ミクロ組織の全体像は、試験片を板厚方向が縦になるように設置して、板厚中央（以下、

Center と称す）、板厚の 1/4（以下、Quarter と称す）、板表面直下（以下、Sub-surface と

称す）をオリンパス㈱製 BX51M-33MB DP20-F-D のシステム工業顕微鏡で 520μm 縦×

700μm 横の領域を観察した。 

 α粒径は、電子後方散乱回折（以下、EBSD と称す）で、板厚方向が縦になるように観

察した。この時、10LM、10ML、10MM、10MS、10SM の 5 鋼種は、Center の 3000μm

縦×2000μm 横の領域を 5μm 間隔で観測した。10UU、5UL、5UU の 3 鋼種は、Center

の 200μm 縦×320μm 横の領域を 0.5μm 間隔で観測した。EBSD 解析の際には、結晶粒

を「方位差が 5°以下で 2 つ以上のピクセルが繋がっているもの」として定義した上で、

Grain CI Standardization と Grain Dilation (iteration)の順に Clean UP 処理を施し、

Image Quality Map（以下、IQ Map と称す）と Unique Grain Color Map（以下、UGC Map

と称す）を作成した。ここで、UGC Map は結晶方位差 5°を結晶粒界とした。 

 θ寸法は、樹脂に埋め込んだ試験片をHigh Resolution Ion Beam Coater（gatan製Model 

681）で炭素皮膜した上で、日本電子製 JSM-7000F と JSM-7001F の高分解能電界放出型

走査電子顕微鏡（以下、FE-SEM と称す）で、板厚方向が縦になるように観察した。板厚

中央部付近で、θが視野内に存在する 3μm 縦×4μm 横～18μm 縦×25μm 横の領域を

選び、一鋼種当たり 8～22 箇所を観察した。 
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（b）観察結果 
 

 Fig.3-9～16 に各鋼種のミクロ組織の外観を示す。いずれの鋼種でも白地のαの粒界に黒

地のθの集合が見られ、Sub-surface では Center と Quarter に比べθの面積が低下し、α

が粗大化している様子が認められた。10UU の Center と Quarter では、α粒内にθが分散

し、その境界がより不明瞭であった。10LM では伸長した層状αが見られたが、他の鋼種で

は等軸であった。Fig.3-17 には EBSD の IQ Map で、Fig.3-16 には UGC Map でそれぞれ

αの外観を示す。Fig.3-9 で観察された 10LM の層状αは、結晶方位差 15°以下の粒界で

囲まれていることがわかり、10LM は他の鋼種と同列に議論するには相応しくない組織であ

ると考えられた。そして、10LM を除けば、α粒径制御の加工熱処理工程で狙った順序のα

粒径を有する鋼種が得られたことが定性的に認められた。 

 Fig.3-19 には、θの FE-SEM 像の一例を示す。ここで、10MS には一部パーライト組織

が残っていることが認められたものの、その短径をθ寸法とすれば、θ寸法制御の加工熱

処理工程で狙った順序のθ寸法を有する鋼種が得られたことが定性的に認められた。 
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Fig.3-9 10LM のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-10 10MM のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-11 10SM のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-12 10ML のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-13 10MS のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-14 5UL のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-15 5UU のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-16 10UU のミクロ組織（a）Sub-surface、（b）Quarter、（c）Center 

 

 

50μm

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-17 α粒の IQ Map（結晶方位差：赤線 5°青線 15°） 

(a)10LM、(b)10MM、(c)10SM、(d)10ML 

(a) (b) 

(c) (d) 
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Fig.3-17（続） α粒の IQ Map（結晶方位差：赤線 5°青線 15°） 

（e）10MS 

 

  

(e) 
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Fig.3-17（続） α粒の IQ Map（結晶方位差：赤線 5°青線 15°） 

 (f)5UL、(g)5UU、（h）10UU 

 

(f) 

(g) 

(h) 
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Fig.3-18 α粒の UGC Map 

(a)10LM、(b)10MM、(c)10SM、(d)10ML 

 

(a) (b) 

(c) (d) 
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Fig.3-18（続） α粒の UGC Map（e）10MS 

 

  

(e) 
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Fig.3-18（続） α粒の UGC Map 

（f）5UL、（g）5UU、（h）10UU 

  

(f) 

(g) 

(h) 
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Fig.3-19 θの FE-SEM 像の一例 

【×10,000】(a)10ML、(b)10MM、(c)10MS、(d)10LM、(e)10SM、(f)5UL 

【×20,000】(g)5UU、(h)10UU 

  

(a) (b) 

(c) (d) 

(e) (f) 

(g) (h) 

1μm

1μm 1μm 

1μm 1μm 

1μm 

1μm 1μm
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3.4.2.2 ミクロ組織観察の解析 
 

（a）解析方法 
 

 α粒径平均値は、Fig.3-20 に示すように基本的に IQ Map の結晶方位差 5°で囲まれた結

晶を計数し、端部に接する粒は二分の一個、視野の四隅の粒は合計で一個とし、粒形状を

円と仮定して計算した。10LM は、UGC Map とも照らし合わせて計数した。α粒径分布は、

IQ Map の結晶方位差 5°の粒の面積を、粒形状を円と仮定して計算した直径に換算し、鋼

種毎に適当な間隔で区分して計数し、観測面積で除して単位面積当たりのα粒径数分布と

して求めた。区分間隔は、各鋼種のα粒径 大値を 40 で除した商以上、且つ、20 で除した

商以下の有効数字 1 桁の値とし、10LM は 20μm、10ML と 10MM と 10MS は 10μm、

10SM は 5μm、5UL と 5UU と 10UU は 2μm とした。ここで、5UL、10UU、5UU に

ついては、Fig.3-18 に見られるような極端に微小な結晶粒として判定された画素を、観察

試料作成時の歪の影響とみなして除外するため、結晶粒を「方位差が 5°以下で 4 つ以上の

ピクセルが繋がっているもの」として計数した。また、10LM、10MM、10ML、10UU、

5UU については、後述する破面観察による破面単位の直径も参照し、IQ Map の 大粒径

の 1 点をそれぞれ異常値と判断して除外した。以上の解析で得られた単位面積当たりのα

粒径数分布を、計量形態学[3-18]に従って単位体積当たりのα粒径数分布に換算した。すな

わち、区間幅δの区間数βに区分けされた階層 j 番目の単位面積当たりのα粒径数 NA（j）

を単位体積当たりのα粒径数 NV（j）に換算するために、以下の式 Eq.（3-11～14）を用い

た。 

 

 NV j
 NA ∑  NA     （3-11） 

 

 α j       （3-12） 

 

α j i
∑  

（3-13） 

 

 κ q      （3-14） 

 

ここで、q はアスペクト比（0～1 の範囲）であり、円（q＝1）の場合はκ(q)=1 となる[3-19,20]。 

 θ寸法分布は、Fig.3-21 に示すように ImageJ[3-21]を用いて FE-SEM 観察画像を二値化
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し、黒で示されたθを方向と面積が同じでかつ集中楕円体として Fig.3-22 に示すように近

似し[3-22,23]、その短径を tθとした上で、鋼種毎に適当な間隔で区分して計数し、観測面

積で除して単位面積当たりの数分布として求めた。区分間隔は、各鋼種のα粒径 大値を

40 で除した商以上、且つ、20 で除した商以下の有効数字 1 桁の値とし、10ML と 10LM と

10MM と 10SM と 5UL は 0.05μm、10MS と 10UU と 5UU は 0.02μm とした。θは複

数の任意の視野で観測されたため、Eq.（3-15）の通り、観測した単位面積当たりのθ短径

数分布 ND に各鋼種の炭素濃度[%]から求めた理論的なθ分率 STh（=0.152×炭素濃度[%]）

と観測したθ分率SOvの比を掛けて修正し、真の単位面積当たりのθ短径数分布Nを得た。 

 

 N ND
ST

SO
      （3-15） 

 

ここで、SThは Eq.（3-16～18）から得た。 

 

 ST
%

%
DF

%

      （3-16） 

 

 θ%
%

D
      （3-17） 

 

 θ % C %
C
     （3-18） 

 

ここで、Cg%は鋼材中の C 質量割合、molθはθモル質量（=179.6g/mol）、molCは C モル質

量（=12.01g/mol）、Dθは molθを格子定数（0.45nm,0.51nm,0.67nm）から算出されるθモ

ル体積（=93cm3/mol）で除した質量密度（=7.7g/cm3）、DFeは Fe 質量密度（=7.85g/cm3）、

θg%はθ質量割合、θ%はθ体積割合を意味する。以上の解析で得られた単位面積当たりの

θ短径数分布を、α粒径数密度分布の換算と同様に、計量形態学[3-18]に従い Eq.（3-11～

14）を用いて単位体積当たりのθ短径数分布に換算した。 
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Fig.3-20 α粒平均値測定のためのα粒計数方法の一例（a）10LM、（b）5UU 

(a) 

(b) 
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Fig.3-21 セメンタイト観察画像処理と近似の一例（二値化処理） 

【×10,000】(a)10ML、(b)10MM、(c)10MS、(d)10LM、(e)10SM、(f)5UL 

【×20,000】(g)5UU、(h)10UU 

(a) (b) 

(c) (d) 

(e) (f) 

(g) (h)
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Fig.3-22 セメンタイト観察画像処理と近似の一例（集中楕円体近似） 

【×10,000】(a)10ML、(b)10MM、(c)10MS、(d)10LM、(e)10SM、(f)5UL 

【×20,000】(g)5UU、(h)10UU 

 

(a) (b) 

(c) (d) 

(e) (f) 

(g) (h)
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（b）解析結果 
 

 Table3-6 に各鋼種のα粒径平均値とα粒径分布の 大値、θ短径分布の 95% 大値と

大値を示す。α粒径に関しては、10LM に比べ 10ML と 10MM と 10MS が約半分の値とな

り、10SM がさらにそれらの約半分の値となり、5UL と 10UU と 5UU がさらに小さい値

を示した。5UL は、10UU と 5UU に比べてわずかに大きな値を示した。θ短径に関しては、

10ML に比べ 10LM と 10MM と 10SM と 5UL が約半分の値となり、10MS がさらにそれ

らの約半分の値となり、10UU と 5UU がさらに小さい値を示した。 

 Fig.3-23 に単位面積当たりのα粒径数分布を、Fig.3-24 に単位体積当たりのα粒径数分

布を示す。横軸は、鋼種毎に 0 からα粒が存在する範囲までとした。α粒のアスペクト比 q

は 1 とした。 も広く分布している鋼種から 10LM、10MM、10ML、10MS、10SM、5UL、

5UU、10UU となった。Fig.3-24 では、いずれの鋼種のα粒径数密度もα粒径が存在する

小の区間で 大値を示した。 

 Fig.3-25 に単位面積当たりのθ短径数分布を、Fig.3-26 に単位体積当たりのθ短径数分

布を示す。横軸は、鋼種毎に 0 からθが存在する範囲とした。θのアスペクト比 q は 1 と

した。 も広く分布している鋼種から 10ML、10LM、10SM、5UL、10MM、10MS、10UU、

5UU となった。Fig.3-26 では、10ML が 0.3μm 付近に、10MM、10LM、10SM、5UL が

0.15μm 付近に、10MS が 0.1μm 付近に、10UU、5UU が 0.06μm 付近にそれぞれ 大

値を示した。 

 Fig.3-27 に単位体積当たりのα粒径数割合分布を、Fig.3-28 に単位体積当たりのθ短径

数割合分布を示す。いずれも 大寸法付近の数密度割合は 0.1%程度以下であった。 

 

 

 

Table3-6 α粒径の平均値と 大値及びθ短径の 95% 大値と 大値 

 
 

  

μm 10LM 10ML 10MM 10MS 10SM 10UU 5UL 5UU

Average 138 57 63 58 38 16 27 23
Max 398 218 226 229 104 47 67 45

95% max. 0.40 0.67 0.36 0.25 0.40 0.17 0.55 0.15
Max 1.36 1.87 1.02 0.66 1.21 0.49 1.15 0.44

Grain size

Cementite
thickness
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Fig.3-23 単位面積当たりのα粒径数分布 

 

10LM 10MM 

10SM 10ML 

10MS 5UL 

5UU 10UU 
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Fig.3-24 単位体積当たりのα粒径数分布 

 

10LM 10MM 

10SM 10ML 

10MS 5UL 

5UU 10UU 
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Fig.3-25 単位面積当たりのθ短径数分布 

 

10LM 10MM 

10SM 10ML 

10MS 5UL 

5UU 10UU 
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Fig.3-26 単位体積当たりのθ短径数分布 

 

10LM 10MM 

10SM 10ML 

10MS 5UL 

5UU 10UU 
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Fig.3-27 単位体積当たりのα粒径数割合分布 

 

 

Fig.3-28 単位体積当たりのθ短径数割合分布 
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3.4.2.3 微小硬さ試験 
 

（a）微小硬さ試験方法 
 

 板厚中心部のα粒の硬さを微小硬度計（島津製作所製 HMV2000）で測定した。Vickers

圧子がθに触れないようα粒の中央付近に設定し、15g の錘で押して 30sec 保持し圧痕を付

けた。菱形の圧痕の両対角線を測定して、Vickers 硬さを算出した。各鋼種 5 回測定し、

大値と 小値を除く 3 点の平均値を算出すると共に 95%信頼区間を推定した。ただし、

10SM と 10MM と 10MS と 10ML と 10LM は 2009 年 4 月に、10MM（以下、10MM*と

称す）と 10UU と 5UL と 5UU は 2009 年 9 月にそれぞれ試験を行った。 

 

（b）微小硬さ試験結果 
 

 Fig.3-29 に各鋼種の微小 Vickers 硬さ（以下、硬さと称す）を示す。同一日時に実施した

10SM と 10MM と 10MS と 10ML と 10LM の硬さは 145HV 程度を示し、また、10MM*

と 10UU と 5UL と 5UU の硬さは 132HV 程度を示した。 

 

 

Fig.3-29 板厚中心部のαの微小 Vickers 硬さの平均値と 95%信頼区間 
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3.4.2.4 考察 
 

 Table3-6 のα粒径に関して、5UL が 10UU と 5UU に比べてわずかに大きな値を示した

ことから、θ寸法制御熱処理工程の影響でα粒も粗大化したことがわかった。これについ

て、Fig.3-29 の 5UL のα粒の硬さが 10UU と 5UU に比べて若干低い結果も考慮すれば、

θ寸法制御熱処理工程のα粒への影響が多少なりともあったと考えられる。 

 Table3-6 のθ短径に関して、5UL は 10ML に比べ小さい値を示したが、これは 5UL の

炭素濃度が低く、θが 10ML と同程度まで粗大化するのに十分な炭素濃度がなかったため

と考えられる。したがって、Eq.（3-15）で修正したθ短径数密度分布の結果、Fig.3-25,26

のように 10ML と 5UL、10UU と 5UU で異なったのも妥当であると考えられる。 

 Fig.3-29 において、10ML と 10MM と 10MS と 10SM と 10LM の硬さ、及び 10MM*

と 5UL と 10UU と 5UU の硬さは、それぞれその 95%信頼区間を考慮すればほぼ一定と言

える。同一鋼種の 10MM と 10MM*の硬さの違いは、同一の試験条件で試験したにも拘ら

ず、異なる日時に実施したことによって、試験条件に何らかの違いが生じたことに起因す

ると考えられる。このことから、単純に全鋼種を比較することはできないが、全鋼種の硬

さにそれほど大きな違いはないと考えられる。 

 Fig.3-30 には、各鋼種のミクロ組織のα粒径分布を平均値で、θ短径分布を 95% 大値

でそれぞれ代表させて図示した。これより、3.4.1 で先述した加工熱処理工程によってθ短

径 95% 大値が 0.4μm 程度でα粒径平均値が異なる鋼種、α粒径平均値が 60μm 程度で

θ短径 95% 大値が異なる鋼種、θ短径 95% 大値が異なる細粒鋼がそれぞれ得られたこ

とがわかる。 
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Fig.3-30 供試鋼材のミクロ組織概観 
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3.4.3 機械的特性の評価 
 

 各鋼種の機械的特性を評価するため、丸棒引張試験と切欠付き 3 点曲げ試験を行なった。

切欠付き 3 点曲げ試験については、破面観察と有限要素法による解析を行ない、靭性につ

いてより詳細に評価した。 

 

3.4.3.1 丸棒引張試験 
 

（a）試験方法 
 

 各鋼種の板厚中心部から丸棒引張試験（評点間距離 18mm、直径 6mm）を長手方向が圧

延方向と等しくなるように切出した。Fig.3-31 に切出した丸棒引張試験片の形状を示す。

試験片の標点に治具を引っ掛けてバネで固定し、その治具にクリップゲージを取り付けた。

試験片のネジ部をつかみ治具に取り付けて、つかみ治具を島津製作所製の万能試験機

UH-500kNI（以下、万能試験機と称す）に固定し、－150℃～28℃の温度環境下で 3mm/min

の荷重速度で破壊するまで負荷した。負荷中の荷重と変位は、KYOWA 製 Sensor Interface 

PCD-320A（以下、測定機と称す）を介して 10Hz で断続的に測定した。破断した試験片は

八光電機製作所製 A 型投込みヒーター（以下、加熱機と称す）で加熱したエタノール溶液

に数分間浸漬してから室温に戻した。低温制御は、試験片の両標点の上もしくは外側に富

士電波工機㈱製の Arc Percussion Welder（以下、溶接機と称す）でスポット溶接した銅／

コンスタンタン熱電対（以下、熱電対と称す）を㈱エーディーシー製の Digital multi 

thermometer 2114H（以下、温度計と称す）に接続して温度を測定しながら、試験片を覆

う木箱と試験片上部のつかみ治具を覆う木箱の中を液体窒素雰囲気で満たすか、あるいは

ドライアイスで冷却した液体アルコールに試験片を浸漬した。試験中の温度の変動範囲は、

両測定点合わせて 大±5℃程度であった。Fig.3-32 に丸棒引張試験の外観を示す。 

 

（b）試験結果と考察 
 

 Table3-7 に各鋼種の各試験温度 Temp.における上降伏応力 UYS、下降伏応力 LYS、 大

引張応力 TS、全伸び TEl、均一伸び UEl、断面収縮率 AR を示す。いずれの鋼種も試験温

度が低下するにつれて、各応力が増加し、各伸びと断面収縮率が減少したが、一部、その

傾向に従わない実測値もあった。 

 Fig.3-33～40 に各試験温度の下降伏応力から均一加工硬化開始時点までの荷重と変位の

実測値と均一加工硬化開始時点から 大引張荷重までの実測値の n 乗硬化則近似値を用い

た真応力真歪曲線を鋼種毎に示す。Table3-7 に各鋼種の各試験温度における n 乗硬化則近

似の係数を示す。ここで、εは真歪を意味する。 
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 Fig.3-41 に室温の試験における下降伏応力σy0[MPa]を各鋼種のα粒径の平均値 dmean-1/2 

[mm-1/2]に対して描画した。これらの実測値を 小二乗法で線形近似することで Eq.（3-19）

を得た。 

 

 σ 20.7 d ⁄ 92.8   （3-19） 

 

Eq.（3-19）の直線の勾配 Locking parameter ky（=20.7Nmm-3/2）は、後述する解析で用

いた。 

 Fig.3-42 には、温度に対する下降伏応力σy0を鋼種毎に多項式近似し、－110℃～室温ま

での各温度における Locking parameter kyを算出することで、Locking parameter kyの温

度依存性を示した。 
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Fig.3-31 丸棒引張試験片の形状（単位：mm） 

 

 

  
Fig.3-32 丸棒引張試験の外観 
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Table3-7 各鋼種の機械的特性一覧 

 

 

Temp. UYS LYS TS TEI UEI UYS/TS LYS/TS A.R

℃ MPa MPa MPa % % % K n R2%

27 184 161 325 49 23 0.57 0.50 80 609 0.26 99.3

-40 274 232 373 54 25 0.73 0.62 81 715 0.28 99.9
-80 394 331 412 52 24 0.96 0.80 77 692 0.20 99.8
-120 538 460 532 40 16 1.01 0.86 70 810 0.16 97.6
27 216 171 340 51 31 0.64 0.50 81 687 0.29 99.3
-80 396 329 440 49 23 0.90 0.75 75 763 0.22 99.7
-120 538 460 532 39 16 1.01 0.86 73 848 0.16 99.3
27 294 215 335 47 22 0.88 0.64 76 651 0.28 98.9
-60 423 317 412 55 28 1.03 0.77 83 789 0.28 99.2
-100 543 414 479 46 16 1.13 0.86 76 796 0.19 98.7
-144 651 555 626 35 7 1.04 0.89 64 918 0.12 97.5
27 199 170 338 47 21 0.59 0.50 78 679 0.29 99.5
-40 280 240 392 51 26 0.72 0.61 75 732 0.27 99.7
-80 391 332 440 49 23 0.89 0.76 80 762 0.22 99.9
-120 536 474 543 37 15 0.99 0.87 71 856 0.16 99.3
27 171 161 329 48 21 0.52 0.49 57 637 0.27 99.6
-20 233 210 363 46 26 0.64 0.58 75 668 0.25 99.6
-70 348 317 412 52 26 0.85 0.77 70 699 0.21 99.9
-118 502 481 529 15 16 0.95 0.91 23 821 0.16 99.1
27 257 248 400 47 15 0.64 0.62 87 579 0.18 98.7

-126 644 550 626 39 10 1.03 0.88 77 774 0.09 99.4
-150 774 639 707 32 7 1.10 0.90 70 861 0.07 98.7
28 267 213 371 53 16 0.72 0.57 89 569 0.22 99.2
-85 438 379 481 52 14 0.91 0.79 86 638 0.14 97.6
-110 514 450 512 45 6 1.00 0.88 82 687 0.11 99.6
28 310 247 432 41 13 0.72 0.57 85 655 0.19 98.3

-125 675 576 657 35 6 1.03 0.88 76 905 0.11 98.7
-150 731 648 722 28 6 1.01 0.90 71 991 0.11 99.6

10LM

5UU

5UL

10UU

sample
approximation Kεn

10ML

10MS

10SM

10MM
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 Fig.3-33 10LM の真応力真歪曲線 

 

Fig.3-34 10MM の真応力真歪曲線 
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Fig.3-35 10SM の真応力真歪曲線 

 

 

Fig.3-36 10ML の真応力真歪曲線 
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Fig.3-37 10MS の真応力真歪曲線 

 

 

Fig.3-38 5UL の真応力真歪曲線 
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Fig.3-39 5UU の真応力真歪曲線 

 

 

Fig.3-40 10UU の真応力真歪曲線 
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Fig.3-41 下降伏応力のα粒径平均値依存性（Hall-Petch 則） 

 

 

Fig.3-42 Locking parameter kyの温度依存性 
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3.4.3.2 切欠き付 3 点曲げ試験 
 

（a）試験方法 
 

 各鋼材の板厚中心部から、幅と高さが 20mm で長さ 80mm の切欠き付 3 点曲げ試験片

を長さ方向が圧延方向と、試験で切欠き底から亀裂が進展する方向が板幅方向とそれぞれ

等しくなるように切出した。Fig.3-43 に切出した切欠き付 3 点曲げ試験片の形状を示す。

切欠き深さは 7mm、先端は 60°の V 字切欠きとした。先端半径は 0.25mm だが、10ML

の一部は 0.5mm とした。切欠き端部にクリップゲージを直付けし、3 点曲げの押し治具を

万能試験機に取り付け、試験片を押し治具に輪ゴムで仮固定してから、支え治具との間に

試験片を挟んだ上で、－158℃～－20℃の温度環境下で 1mm/min の荷重速度で負荷した。

負荷中の荷重と変位は、測定機を介して 10Hz で断続的に測定した。破断した試験片は加熱

機で加熱したエタノール溶液に数分間浸漬してから室温に戻した。試験片側面の切欠き先

端近傍に溶接機でスポット溶接した熱電対を温度計に接続して温度を測定しながら、試験

片を覆う金属箱の中を液体窒素雰囲気で満たすか、ドライアイスで冷却した液体アルコー

ルに試験片を浸漬して低温制御した。試験中の温度の変動範囲は、 大±5℃程度であった。

Fig.3-44 に切欠き付 3 点曲げ試験の外観を示す。 

 

（b）試験結果と考察 
 

 Fig.3-45 に各鋼種の脆性延性遷移曲線を示す。縦軸の Critical quasi CTOD は破壊荷重

と破壊変位を ASTM（American Society for Testing and Materials）の CTOD（Crack Tip 

Opening Displacement）[mm]算定式（E1290-93）Eq.（3-20～23）に適用して求めた値

（以下、準 CTOD と称す）である。 

 

 CTOD
K

E

W V

W
    （3-20） 

 

 K YP

B√W
      （3-21） 

 

 Y
. . . .

⁄    （3-22） 

 

 ξ
W

       （3-23） 
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ここで、P は破壊時の荷重[N]、νはポアソン比（=0.3）、σysは当該温度での降伏強度もし

くは 0.2％耐力[MPa]、E は当該温度でのヤング率（=210GPa）、Vpは破壊時のクリップゲ

ージ開口変位[mm]、z は切欠表面からナイフエッジ測定点までの距離（=0mm）、rp は回転

係数（=0.44）、a0は初期亀裂長さ（=7mm）、W は試験片板幅（=20mm）、B は試験片板厚

（=20mm）を意味する。また、後述する解析の簡易化のため本試験片には疲労亀裂を導入

しなかったことから、準 CTOD は本来の亀裂先端開口量ではなく、試験片の変形状態を意

味する。脆性延性遷移曲線は、α粒径が小さい鋼種ほど低温側に、同等のα粒径の鋼種で

もθ短径の小さい鋼種ほど低温側に位置した。ここで、10ML5R は鋼種 10ML で先端半径

0.5mm の試験片を用いた結果である。10ML5R は 10ML のばらつきの範囲内にあり、先端

半径の影響は顕著でなかった。 

 Fig.3-46,47 に各鋼種の脆性延性遷移曲線の準 CTOD が 0.2mm となる温度として定義し

た脆性延性遷移温度（以下、δ0.2と称す）[℃]を各鋼種のα粒径平均値 dmean-1/2 [mm-1/2]に

対して描画した。δ0.2 は、α粒径が小さい鋼種ほど低温に、同等のα粒径の鋼種でもθ短

径の小さい鋼種ほど低温になった。これらの実測値を 小二乗法で指数近似することで Eq.

（3-24）,（3-25）を得た。 

 

 δ . ℃ 14.5 d ⁄ 33.0   （3-24） 

 

 δ . K 261 exp 0.091 d ⁄    （3-25） 

 

 Fig.3-48 に同一鋼種且つ同一温度で 3 点以上試験した実測値の準 CTOD のワイブルプロ

ットを示す。同一温度条件でα粒径とθ短径が異なる鋼種 10LM と 10MM と 10ML を比較

すれば、10LM の試験片本数が少ないものの、θ短径の準 CTOD への影響はα粒径の影響

と同程度であることが認められた。また、10ML と 10MM に対して 10MS の試験温度は若

干高温であり且つ試験片本数が少ないものの、試験温度制御範囲±5℃を考慮すれば、10MS

が 10ML と 10MM に比べて大きい準 CTOD を示したのはθ短径の影響と考えられる。 

 Table3-8 に Fig.3-48 の準 CTOD[mm]のワイブルプロットを Eq.（3-1）で Weibull 分布

関数近似した時の形状母数 m と尺度母数δ0（Eq.（3-1）のσ0に相当）を示す。試験片の

本数が 8 本以上の鋼種の形状母数 m は 2.3～2.8 でほぼ一定であり、これらのばらつきの程

度は同等であると考えられる。また、亀裂先端の応力場を次元解析で求めることで、Beremin

モデルの形状母数 m は 2 と考えられるが、本実験値は 2 より大きな値を示した。温度が同

程度の鋼種 10ML と 10MM と 10MS と 10LM の尺度母数δ0を比較すれば、α粒径が大き

い鋼種 10LM が 小値を示し、続いてθ短径が大きい鋼種ほど小さくなった。これは、

Fig.3-45～47 と同じ傾向であった。 

 上述の切欠き付 3 点曲げ試験の実験データは付録に掲載した。 
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Fig.3-43 切欠き付 3 点曲げ試験片の形状（単位：mm） 

 

 

 

Fig.3-44 切欠き付 3 点曲げ試験の外観 

（上写真の箱の中に、下写真のように試験片を設置した） 
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Fig.3-45 切欠き付 3 点曲げ試験の準 CTOD による脆性延性遷移曲線 

 

 

Fig.3-46 δ0.2[℃]のα粒径平均値依存性 
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Fig.3-47 δ0.2[K]のα粒径平均値依存性 

 

 

Fig.3-48 準 CTOD のワイブル分布 
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Table3-8 各鋼種の同一温度での試験片本数と準 CTOD の形状母数 m と尺度母数δ0 

 
 

  

Temp. No. of test m δ0[mm]

10SM -100℃ 13 2.3 0.30
10ML -80℃ 10 2.8 0.26
10MM -80℃ 8 2.3 0.46
10MS -76℃ 3 11 0.63
10LM -80℃ 3 1.4 0.22
5UL -103℃ 3 3.9 0.17
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3.4.3.3 破壊起点同定 
 

（a）同定方法 
 

 へき開破壊した切欠き付 3 点曲げ試験片の破面を SEM（キーエンス製 VE-8800）で観察

し、以下で説明する方法で破壊起点を同定した。 

 Fig.3-49 には、－80℃で負荷した 10MM の破面で破壊起点を同定した例を示す。低倍率

の視野で放射状模様の収束点から破壊発生位置を定め、さらに高倍率の視野でへき開ファ

セット上のリバーパターンで示される亀裂伝播方向を遡ることで破壊起点を同定した。 

 Fig.3-50 には、－70℃で負荷した 10ML の破面を示す。この破面には、破壊発生位置が

A と B の 2 点確認された。Fig.3-51 に示す A の低倍率の視野には、リバーパターンの連続

性を遮断する境界線が認められた。これを亀裂伝播の停止（以下、マイクロアレストと称

す）であると判断し、その亀裂伝播方向を遡った収束点を試験片の破断に寄与しない亀裂

発生起点とした。一方、Fig.3-52 に示す B の低倍率の視野には、Fig.3-51 で認められたよ

うな境界線は認められず、そのリバーパターンは試験片全体にわたって放射状に広がって

いたため、これを試験片の破断に寄与する破壊起点とした。 

 

（b）同定結果と考察 
 

 Fig.3-53 には、上述の方法で同定した破壊起点を、横軸が板厚、縦軸が切欠き底からの

距離とする平面に示す。これより、ほとんどの破壊起点が切欠き底から 1mm 以内の領域に

存在し、板厚中心に近いものほど多くなることがわかった。ここには、切欠き底に破壊起

点が同定されたものも示したが、試験片の切欠きを加工した際に生じた加工表面直下の歪

や欠陥の影響と考え、後述する解析の対象外とした。また、破壊変位が過大あるいは過小

のために、後述する解析に適さない試験結果も解析対象から外した。Fig.3-54 には、解析

対象とした破壊起点を示す。 

 Fig.3-55 には、解析対象の破壊起点の切欠き底からの距離を準 CTOD に対して描画した。

破壊起点位置は、鋼種には依存せず、準 CTOD が大きいほど切欠き底からの距離が遠くな

る傾向が認められた。 

 Table3-9 に試験温度に関係なく鋼種毎にマイクロアレストが見られた破面数とその試験

本数に対する割合を示す。Fig.3-56 には、脆性延性遷移曲線の各実験データの中でマイク

ロアレストが見られた試験片を強調して表示する。5UU を除けば、概ねα粒径が大きい鋼

種でマイクロアレストの割合が多かった。また、鋼種や温度に関わらずマイクロアレスト

が見られた試験片の 70%が準 CTOD の 0.1～0.3 の範囲内にあり、準 CTOD の 0.1～0.3 の

範囲内で破壊した試験片の 61%でマイクロアレストが見られたことがわかった。 
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Fig.3-49 切欠き付 3 点曲げ試験片の破壊起点の同定方法 

（鋼種 10MM、試験温度－80℃） 
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Fig.3-49（続） 切欠き付 3 点曲げ試験片の破壊起点の同定方法 

（鋼種 10MM、試験温度－80℃） 
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Fig.3-49（続） 切欠き付 3 点曲げ試験片の破壊起点の同定方法 

（鋼種 10MM、試験温度－80℃） 
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Fig.3-50 切欠き付 3 点曲げ試験片の破面の一例（鋼種 10ML、試験温度－70℃） 

 

 

Fig.3-51 Fig.3-49（A）に見られたマイクロアレスト 
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Fig.3-52 Fig.3-49（B）に見られた破壊起点 
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Fig.3-53 全試験片の破壊起点の位置 

 

 

Fig.3-54 解析対象の破壊起点位置 
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Fig.3-55 破壊起点の準 CTOD 依存性 

 

 

Table3-9 各鋼種でマイクロアレストが見られた破面数とその試験本数に対する割合及び

その試験の温度 

 

10LM 10ML 10MM 10MS 10SM 10UU 5UL 5UU

No. of test 17 20 12 15 17 7 11 4
No. of test observed

arrested crack
12 6 3 2 2 3 1 4

ratio, % 71 30 25 13 12 43 9 100
-60 -70 -80 -100 -120 -133 -103 -122
-75 -80 -80 -120 -140 -142 -130
-75 -83 -140 -158 -150
-75 -83 -155
-79 -85
-80 -103
-80
-82
-82
-82
-83
-100

Temp. of the tests,
℃
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Fig.3-56 マイクロアレストの準 CTOD 依存性 
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3.4.3.4 有限要素法解析を用いた局所破壊応力の算定 
 

（a）算定方法 
 

 切欠き付3点曲げ試験の結果を基に有限要素法商用プログラムABAQUS ver.6.9.1（以下、

FEM と称す）を用いて局所破壊応力σfを算定した。以下、その算定方法を説明する。 

 Fig.3-57 に FEM で構築した切欠き付 3 点曲げ試験の解析モデル（以下、FEM モデルと

称す）を示す。切欠き付 3 点曲げ試験片は、鏡面対称となる試験片の幅方向と長さ方向の

各対称面に回転や移動を制限する境界条件を設定する（幅方向の対称面は幅方向への移動

と幅方向に垂直な方向を軸とした回転を、長さ方向の対称面は長さ方向への移動と長さ方

向に垂直な方向を軸とした回転をそれぞれ無効とした）ことで実物の 1/4 の形状とし、その

要素は切欠き底で 小約 1000μm3となる 8 節点 6 面体要素、51092 要素、55988 節点の 3

次元弾塑性解析とした。押し治具は直径 4mm、支え治具は直径 15mm で、いずれも 3 次

元回転シェルの解析的剛体要素とし、解析的サーフェスとして拘束し、自由度は押し治具

が荷重負荷方向のみで、支え治具は完全固定とした。規定場として所定の温度一定を設定

した上で、押し治具を切欠き方向に変位させて試験片を挟むように準静的に負荷した。負

荷の際の相互作用は剛体要素をマスタ面、試験片をスレーブ面とした上で、すべり定式化

には有限すべりを、離散化方法には節点サーフェスを、平滑化度合いには 0.2 を、補助接触

ポイントには使用せずをそれぞれ設定し、相互作用特性には接触方向挙動として“剛”接触、

且つ、接触後の分離を許すを、接触接線方向の挙動として摩擦なしをそれぞれ設定した。

材料特性には、丸棒引張試験で得られた真応力真歪曲線を試験温度と共に表形式で入力し、

且つ、質量密度（=7.874Mg/m3）とヤング率（=209000MPa）とポアソン比（=0.3）を入

力した。 

 Fig.3-58 に鋼種 10MM の FEM モデルの荷重変位曲線と同条件の切欠き付 3 点曲げ試験

の実験値を比較して示す。計算値と実験値が概ね一致していることから、FEM モデルの妥

当性が確認された。 

 Fig.3-59 には、試験温度－80℃における鋼種 10ML（R=0.25mm）の FEM モデルの板

厚中心領域における切欠き底直下の 大主応力分布が負荷増加に伴ってクリップゲージ変

位と共に変化する様子を示す。変位増加に伴って 大主応力分布は、その極大値が切欠き

底から離れながら大きくなると共に、その勾配が緩やかになった。 

 Fig.3-60 には、試験温度－100℃における鋼種 10SM の切欠き付 3 点曲げ試験の破壊変位

と同程度の変位になるまで負荷した同条件の FEM モデルの 大主応力分布の一例を示す。

この分布の中で、3.4.3.3 において切欠き付 3 点曲げ試験片の破面から同定した破壊起点と

同じ位置の FEM モデル要素の 大主応力を局所破壊応力σf として算定した。また、局所

破壊応力σfと同様にして 大主歪から局所破壊歪εfも算定した。 
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（b）算定結果と考察 
 

 Fig.3-61 に局所破壊応力σfの温度依存性を示す。これより、鋼種毎にσfの水準が異なる

ことが認められた。10MS や 10MM などのσfで、低温ほど高くなる傾向が多少見られるも

のの、3.2 で述べたように局所破壊応力σf には基本的にばらつきを伴う性質があることか

ら、本実験結果だけでは温度依存性について言及することができなかった。しかしながら、

仮に温度依存性があるとしてもその影響は小さいと考えられる。 

 Fig.3-62,63 に局所破壊応力σfを準 CTOD と局所破壊歪εfに対してそれぞれ示す。これ

より、局所破壊応力σfの準 CTOD 依存性と局所破壊歪εf依存性は小さいと言える。 

 Fig.3-64 には、同一鋼種且つ同一温度で 3 点以上試験した実測値の局所破壊応力σfのワ

イブルプロットを示す。同程度の試験温度でα粒径とθ短径が異なる鋼種 10LM と 10MM

と 10ML のσfを比較すれば、10LM の試験片本数が少ないものの、Fig.3-48 と同様にα粒

径の影響に比べてθ短径の影響も小さくないことが認められた。また、10ML と 10MM に

対して 10MS の試験温度は若干高温で且つ試験片本数が少ないものの、試験温度制御範囲

±5℃を考慮すれば、10MS のσfが 10ML のσfに比べて十分大きく、10MM のσfに比べ

て若干大きい局所破壊応力σfを示したのはθ短径の影響と考えられる。 

 Table3-10 に Fig.3-64 の局所破壊応力σfの形状母数 m と尺度母数σ0を示す。試験片の

本数が 8 本以上の鋼種の形状母数 m は 19～27 でほぼ一定であることから、これらのばら

つきの程度は同等であると考えられる。尺度母数σ0は、Fig.3-61～63 で示された鋼種毎に

異なる水準を定量的に示し、10LM を除けば、α粒径が大きい鋼種ほど小さく、同程度のα

粒径の場合は、θ短径が大きい鋼種ほど小さいことがわかった。10LM は、Fig.3-9,17,18

のミクロ組織観察結果から単純なα／θ組織ではないと考えられるため、上記の考察には

当てはまらないと考えられる。 
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Fig.3-57 切欠き付 3 点曲げ試験の FEM モデル 

（a）奥行きが試験片幅方向 10mm、（b）（a）の拡大、（c）（b）の拡大 

(c) 

(a) 

(b) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-57（続） 切欠き付 3 点曲げ試験の FEM モデル 

（d）奥行きが試験片長さ方向 40mm、（e）（d）の拡大、（f）（e）の拡大 

(d) 

(e) 

(f) 

(e) 

(f) 
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Fig.3-58 切欠き付 3 点曲げ試験の荷重変位曲線と FEM モデルの計算値との比較の一例 

（鋼種 10MM） 

 

 

 

Fig.3-59 FEM モデルの切欠き底直下の 大主応力分布変化の一例 

（鋼種 10ML、試験温度－80℃） 
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Fig.3-60 FEM モデルの 大主応力分布の一例（鋼種 5UL、試験温度－103℃） 

 

 

Fig.3-61 局所破壊応力σfの温度依存性 
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Fig.3-62 局所破壊応力σfの準 CTOD 依存性 

 

 

Fig.3-63 局所破壊応力σfの局所破壊歪εf依存性 
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Fig.3-64 局所破壊応力σfのワイブル分布 

 

 

Table3-10 各鋼種の同一温度での試験片本数と 

局所破壊応力σfの形状母数 m と尺度母数σ0 

 
 

  

Temp. No. of test m σ0[MPa]

10SM -100℃ 13 27 1042
10ML -80℃ 10 21 863
10MM -80℃ 8 19 936
10MS -76℃ 3 13 968
10LM -80℃ 3 9.4 906
5UL -103℃ 3 75 1054



155 
 

3.4.3.5 考察 
 

 Fig.3-65 には、3.4.3.4 で算定された局所破壊応力σfと、Eq.（3-6）のα亀裂 d に Table3-6

のα粒径分布の 大値と平均値を適用した局所破壊応力σfαを示す。ここで、ヤング率 E（＝

210GPa）とポアソン比ν（=0.3）は定数を、αの有効表面エネルギーγαは Fig.3-5 の近

似曲線（破線）を用いた（－60～－160℃の範囲で 245～54Jm-2）。10LM と 10ML と 5UU

以外の鋼種について、局所破壊応力σf が二つの局所破壊応力σfαの範囲内に位置した。こ

れより、α粒径分布の 大値から平均値の範囲のα亀裂が隣接するα粒に伝播することが

破壊の一部の限界条件になっている可能性が示唆された。 

 Fig.3-66 には、3.4.3.4 で算定された局所破壊応力σf、及び Eq.（3-9,10）のα粒径 d に

Table3-6 のα粒径分布の 大値と平均値を適用し、Eq.（3-10）のθ亀裂 tθに Table3-6 の

θ短径分布の 95% 大値を適用することで算出した局所破壊応力σfθを示す。ここで、ヤ

ング率 E（=210GPa）とポアソン比ν（=0.3）と有効表面エネルギーγθ（=10Jm-2）は

Petch[3-13]と同じ値を、Locking parameter kyは Eq.（3-19）の傾き 20.7Nmm-3/2を用い

た。10LM 以外の鋼種について、局所破壊応力σf が二つの局所破壊応力σfθの範囲内に位

置した。これより、α粒径分布の 大値から平均値の範囲の粒径のαの界面に転位が堆積

し、θ短径分布の 95% 大値程度のθ亀裂が隣接するα粒径分布の 大値から平均値の範

囲の粒径のαに突入することが破壊の限界条件になっている可能性が示唆された。 

 Fig.3-67 には、Fig.3-66 の局所破壊応力σfθの Locking parameter kyに Fig.3-42 を適用

した局所破壊応力σfθ
＊を示す。10LM に加え 10MM と 10MS と 5UL が二つの局所破壊応

力σfθ
＊の範囲外だった。また、5UU と 10UU は Fig.3-42 の温度範囲外だったため判定不

能であった。しかしながら、10ML と 10SM については局所破壊応力σfθ
＊が局所破壊応力

σfθよりも局所破壊応力σfを正確に表した。これより、Locking parameter kyの温度依存

性の確度をより高める必要があるものの、局所破壊応力σf に若干の温度依存性がある可能

性が理論的な根拠と共に示唆された。 

 10LM は、α粒径平均値が 140μm 程度と粗大なため、粒径内の応力と歪が一定ではな

いことが考えられることから、両モデルの前提条件に適合しなかったと考えられる。 

 これまでの考察より、α粒径分布を考慮すれば、Tsann Lin ら[3-1]や Petch[3-13]のモデ

ルでα粒径分布の異なる鋼種の局所破壊応力σf をそのばらつきも含めて説明できると考え

られる。しかしながら、いずれのモデルにおいても、α粒径分布が同程度でθ短径分布が

異なる鋼種である 10ML と 10MM と 10MS の局所破壊応力σfに有意な差があった 3.4.3.4

の実験結果Fig.3-61～64は説明できなかった。この理由は、Tsann Linら[3-1]やPetch[3-13]

のモデルが破壊に寄与する亀裂の発生を前提としており、亀裂発生の条件を考慮していな

いためである。したがって、破壊起点と考えられるθ割れに及ぼす諸因子の影響を考慮し

たへき開破壊機構のモデルを構築する必要があるといえる。 
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Fig.3-65 局所破壊応力σf（各種記号）と局所破壊応力σfα（二直線）の比較 

 

 

Fig.3-66 局所破壊応力σf（各種記号）と局所破壊応力σfθ（二直線）の比較 
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Fig.3-67 局所破壊応力σf（各種記号）と局所破壊応力σfθ
＊（二直線）の比較 
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3.4.4 セメンタイト割れ観測実験 
 

 3.4.3.5 の考察から、破壊に寄与する亀裂の発生を前提とし、亀裂発生の条件を考慮して

いない Tsann Lin ら[3-1]や Petch[3-13]のモデルで説明できない 3.4.3.4 の実験結果

Fig.3-61～64 を説明できるようにするため、破壊起点と考えられるθ割れに及ぼす諸因子

の影響を考慮したへき開破壊機構のモデルの構築が求められた。そこで、θ割れに及ぼす

諸因子の影響を調査し、そのへき開破壊への影響について考察した。θ割れは、砂時計型

丸棒引張試験片の縦断面の一定歪箇所で観測した。 

 

3.4.4.1 砂時計型丸棒引張試験 
 

 各鋼種の板厚中心部から砂時計型丸棒引張試験片（標点間距離 18mm、切欠き半径 R = 5, 

15mm、標点間 小直径 6mm）を長手方向が圧延方向と等しくなるように切出した。

Fig.3-68 に砂時計型丸棒引張試験片の形状を示す。試験片の標点に治具を引っ掛けてバネ

で固定し、その治具にクリップゲージを取り付けた。試験片のネジ部をつかみ治具に取り

付けて、つかみ治具を万能試験機に固定し、－141℃～－40℃の温度環境下で 3mm/min の

荷重速度で試験片 小直径部の 大主歪が 40%となる変位量まで負荷した。負荷中の荷重

と変位は、測定機を介して 10Hz で断続的に測定した。取り出した試験片は加熱機で加熱し

たエタノール溶液に数分間浸漬してから室温に戻した。低温制御は、試験片の両標点の上

もしくは外側に溶接機でスポット溶接した熱電対を温度計に接続して温度を測定しながら、

試験片を覆う木箱と試験片上部のつかみ治具を覆う木箱の中を液体窒素雰囲気で満たすか、

あるいはドライアイスで冷却した液体アルコールに試験片を浸漬した。試験中の温度の変

動範囲は、両測定点合わせて 大±5℃程度であった。砂時計型丸棒引張試験の外観は、

Fig.3-32 の丸棒引張試験と同様である。 

 

3.4.4.2 有限要素法解析 
 

 Fig.3-69 に砂時計型丸棒引張試験の FEM モデルを示す。砂時計型丸棒引張試験片は、鏡

面対称となる試験片の軸方向の対称面に軸方向の移動や軸方向に垂直な方向を軸とした回

転を無効とする境界条件を設定し、軸対称弾塑性解析とすることで、2 次元平面において実

物の 1/4 の形状とした。また、その要素は標点間 小直径部で 小約 43500μm2となる 4

節点 4 辺形要素で、R=5mm の場合は 707 要素数、791 節点数、R=15mm の場合は 899 要

素数、991 節点数とした。標点間 小直径部の対極にある試験片末端の要素一列を軸方向に

変位させて試験片を引っ張るように準静的に負荷した。材料特性には、丸棒引張試験で得

られた真応力真歪曲線を試験温度と共に表形式で入力し、且つ、質量密度（=7.874Mg/m3）

とヤング率（=209000MPa）とポアソン比（=0.3）を入力した。 
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 この FEM モデルの標点間 小直径部の 大主歪が 40%となる変位量を算出し、3.4.4.1

の砂時計型丸棒引張試験の負荷停止変位とした。Fig.3-70 に標点間 小直径部の 大主歪

が 40％となった時の 大主応力と 大主歪の分布を重ねた一例を示す。 大主歪は標点間

小直径部から 40%、30%、20％、10％とほぼ平行に並んでいるが、この一定歪の近傍で

試験片の軸方向に対して垂直な領域を 3.4.4.3 で後述する観察領域と定めた。ただし、実際

の試験で引っ張った変位量は FEM モデルの標点間 小直径部の 大主歪が 40%となる変

位量とは異なったため、試験での変位と同程度の変位となるまで負荷した FEM モデルの

大主歪分布を用いて観察領域を定めた。試験全体の観察領域における 大主応力の変動幅

は 大±150MPa 程度であった。 

 

 

 
Fig.3-68 砂時計型丸棒引張試験片の形状 
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Fig.3-69 砂時計型丸棒引張試験の FEM モデル 

（a）切欠き半径 R=5mm、（b）（a）の拡大、（c）切欠き半径 R=15mm、（d）（c）の拡大 

 

(c) 

(a) 

(b) 

(d) 
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Fig.3-70 砂時計型丸棒引張試験 FEM モデルの 大主応力と 大主歪の分布 

（鋼種 10MM、R=5mm、試験温度－80℃） 
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3.4.4.3 セメンタイト割れ観測 
 

（a）観測方法 
 

 3.4.4.1 で述べた砂時計型丸棒引張試験から取り出した試験片を引張軸に沿って機械切断

で二分し、それを 3.4.2.1 と同様に樹脂埋め込み、研磨と続くバフ研磨後に腐食した。3.4.4.2

の解析で定めた試験片断面上でほぼ一定の 大主歪ε11の観察領域を FE-SEM で観察し、

θ割れが存在する視野を撮影した。θ割れには様々な形態があり、客観的に一律に分類す

ることはできない。しかしながら、ここでは Fig.3-71 に模式的に示すように、破断したθ

間のボイド（以下、θ割れ L と称す）、亀裂が認められるθ（以下、θ割れ M と称す）、θ

界面のボイド（以下、θ割れ S と称す）の三種類に分類して計数した。θ割れ S は、

Petch[3-13]のモデルに鑑みて、へき開破壊の発生起点になりにくいと判断し、θ割れ L と

M をθ割れとした。 

 

（b）観測結果 
 

 Table3-11 に観測結果の概要を示す。ここで、L+M はθ割れ数θc の L と M の合計を観

察領域面積 Area（＝観察領域の長さ Xov×幅 Yov）で除した単位面積当たりのθ割れ数を、

View は視野の数をそれぞれ意味する。 

 Fig.3-72～74 に観察したθ割れの一例を示す。θ短径分布の異なる鋼種のθ割れを比較

すると、θ短径分布の 95％ 大値が大きい鋼種ほどθ割れの大きいことが認められた。

大主歪が異なる観察領域のθ割れを比較すると、歪量が大きいほどθ割れ L が多いことが

認められた。また、各視野内で割れたθと割れていないθを比べれば、定性的に大きいθ

の方が割れ頻度の高いことが認められた。 

 

 

 

（a）    （b）    （c）  

Fig.3-71 θ割れの分類の模式図（a）θ割れ L、（b）θ割れ M、（c）θ割れ S 

  



163 
 

Table3-11 θ割れ観測結果の概要 

 

 

  

R Temp. ε11 Xov Yov Area L+M View

mm ℃ % L M S mm mm mm2 /mm2 No.

3 14 21 8 7.148 0.009 0.065 542 22
12 12 36 13 5.931 0.009 0.054 895 24
23 24 51 39 5.231 0.009 0.047 1586 40
3 11 28 12 6.961 0.009 0.063 620 36
10 27 25 12 6.111 0.009 0.055 941 38
24 54 35 32 5.446 0.009 0.049 1808 53
43 46 55 36 4.961 0.009 0.045 2252 52
5 6 16 11 6.72 0.009 0.061 362 25
15 16 22 17 5.927 0.009 0.054 709 36
40 43 57 69 5.119 0.009 0.046 2161 39
3 6 22 4 6.56 0.009 0.059 472 16
11 15 22 17 5.938 0.009 0.054 689 18
21 34 54 70 5.478 0.009 0.05 1777 33
33 66 87 105 5.09 0.009 0.046 3325 41
5 2 17 4 6.194 0.009 0.055 347 17
15 36 45 18 5.685 0.009 0.05 1614 28
30 105 62 94 4.935 0.009 0.044 3832 58
5 21 24 37 6.206 0.009 0.056 802 45
15 33 37 40 5.472 0.009 0.049 1415 51
30 40 55 46 5.288 0.009 0.048 1987 49
5 12 30 22 6.368 0.009 0.058 730 29
15 19 42 17 5.813 0.009 0.053 1161 32
30 39 40 25 5.231 0.009 0.047 1671 32
5 6 22 13 6.357 0.009 0.057 487 28
15 27 114 24 5.721 0.009 0.052 2726 48
30 72 99 60 5.221 0.009 0.047 3623 68
5 24 45 25 6.292 0.009 0.057 1213 37
15 35 107 42 5.794 0.009 0.052 2711 50
30 86 132 64 5.282 0.009 0.048 4566 69
5 5 23 0 6.029 0.009 0.055 514 16
15 27 98 56 5.486 0.009 0.050 2520 68
30 62 116 54 5.166 0.009 0.047 3812 105
5 11 53 20 6.045 0.009 0.055 1171 61
15 26 49 26 5.613 0.009 0.051 1478 64
30 29 63 26 5.199 0.009 0.047 1957 74
5 12 31 10 5.952 0.009 0.054 799 20
15 36 68 23 5.538 0.009 0.050 2077 40
30 38 100 71 5.112 0.009 0.046 2986 84
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Fig.3-72 観察したθ割れの一例 

10ML15R＠－80℃、 大主歪（a）5%、（b）15%、（c）30% 
 

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-73 観察したθ割れの一例 

10MM15R＠－80℃、 大主歪（a）3%、（b）11%、（c）33% 
 

(a) 

(b) 

(c) 
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Fig.3-74 観察したθ割れの一例 

10MS15R＠－80℃、 大主歪（a）5%、（b）15%、（c）30% 

  

(a) 

(b) 

(c) 
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3.4.4.4 考察 
 

 Fig.3-75に鋼種10MLで切欠き半径R=15mmの試験片において 大主歪の異なる観察領

域で観測された単位面積当たりのθ割れ数をそれぞれの観察領域の 大主歪に対して示す。

Fig.3-8 と同様に、単位面積当たりのθ割れ数は試験温度が低温であるほど、また 大主歪

が大きい観察領域ほど、多くなることが認められた。 

 Table3-12 に各鋼種において試験温度 Temp.や拘束条件 R で決まる作用応力σを室温の

下降伏応力σy0で除した係数ηを示す。作用応力σは、砂時計型丸棒引張試験の FEM モデ

ルでの拘束条件が も厳しい要素、すなわち試験片中心部の要素において塑性変形が開始

する時点の 大主応力と定義した。 

 Fig.3-76 に Fig.3-75 のθ割れ数密度を Table3-12 のηで除した値を 大主歪に対して示

す。割れ数密度／ηは、温度に依らず観察領域の 大主歪に対してほぼ線形に増加した。

Fig.3-77 には、試験片形状が異なる試験片、すなわち拘束条件が異なる試験片のθ割れ数

密度／ηを Fig.3-76 に重ねて示す。θ割れ数密度／ηは、整然と直線上に並ばなくなった

ものの、試験温度や拘束条件によらずほぼ観察領域の 大主歪だけに依存した。Fig.3-78

には、同様に種々の試験温度と鋼種によるθ割れ数密度／ηを 大主歪に対して示す。鋼

種毎の傾向などはなく、観察領域の 大主歪に対するθ割れ数密度／ηの線形増加傾向の

みが共通して認められた。 

 Fig.3-79 に Fig.3-78 の中でθ短径分布の異なる 3 つの鋼種 10ML、10MM、10MS を選

択して再掲した。ただし、いずれの試験においても温度と試験片形状は同一である。これ

らのθ割れ数密度／ηの 大主歪に対する増加率は一定であった。 

 Fig.3-80 には、Fig.3-79 の各鋼種のθ割れ数密度／ηを Fig.3-25 の各鋼種の単位面積当

たりのθ短径数分布の積分値である単位面積当たりのθ短径数で除したθ割れ率θcr／η

を、各鋼種のθ短径分布の95% 大値 t95%maxに対して示す。θ短径分布の95% 大値 t95%max

が大きい鋼種ほどθ割れ率θcr／ηが大きくなった。ここで、3.4.4.3 で定性的に割れたθの

方が大きいと認められたことも考慮して、各鋼種で割れたθが各鋼種のθ短径分布の 95%

大値 t95%maxと仮定すれば、Fig.3-80 の横軸はθ短径 tθと同一視できる。これより係数η

と 大主歪ε11、そしてθ短径 tθ[μm]の関数としてのθ割れ率θcr を算出する実験式 Eq.

（3-26）を得た。 

 

 θ 0.13 η ε  t .      （3-26） 

 

 これは、α粒径が同等でもθ短径の大きい鋼種の方が、θ割れ率が高まるために、脆性

延性遷移温度δ0.2が高温側になることを示唆し、3.4.3.2 の実験結果 Fig.3-45～48 が説明で

きることを示唆する。Eq.（3-26）は、3.5 で後述する模擬実験で用いた。 
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Fig.3-75 単位面積当たりのθ割れ数の 大主歪依存性と温度依存性 

 

 

Table3-12 鋼種 Steel と拘束条件 R と試験温度 Temp.で定まる作用応力σと係数η 

 
 

σy0 R Temp. σ

MPa mm ℃ MPa

-40 306 1.8
-80 438 2.6
-40 247 1.5
-80 341 2.0
-120 494 2.9

10ML 162 15 -80 343 2.1
10MS 171 15 -80 345 2.0
10SM 215 15 -100 469 2.2
10UU 247 15 -141 693 2.8
5UL 213 15 -104 525 2.5

10LM 161 15 -70 325 2.0
5UU 248 15 -129 693 2.8

15

5

16910MM

ηSteel.
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Fig.3-76 同一鋼種、同一試験片形状のθ割れ数密度／ηの歪依存性 

 

 

Fig.3-77 同一鋼種のθ割れ数密度／ηの歪依存性 
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Fig.3-78 全鋼種のθ割れ数密度／ηの歪依存性 

 

 

Fig.3-79 α粒径が同程度の鋼種のθ割れ数密度／ηの歪依存性 
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Fig.3-80 θ割れ率θcr／ηのθ短径 95% 大値 t95%max依存性と 大主歪ε11依存性 

 

 

 

 

3.4.5 実験のまとめ 
 

 α粒径とθ短径の異なる 8 鋼種の靭性を切欠き付 3 点曲げ試験で評価し、この実験結果

を用いて FEM モデルから算定した局所破壊応力σf を、各鋼種のα粒径分布とθ短径分布

のミクロ組織観察結果などを用いてTsann Linら[3-1]とPetch[3-13]のモデルから算出した

局所破壊応力σfαとσfθとそれぞれ比較した。その結果、いずれのモデルにおいてもα粒径

分布を考慮することで、α粒径分布の異なる鋼種に対してのみ、その実験結果をほぼ説明

することができた。しかしながら、α粒径分布が同程度でθ短径分布の異なる鋼種の実験

結果は、いずれのモデルでも説明できなかった。これは、いずれのモデルもθ割れを前提

条件としており、それに及ぼす諸因子の影響を考慮していないためであると考えられた。

そこで、温度と拘束条件の異なる砂時計型丸棒引張試験を行ない、その試験片の縦断面の

歪量の異なる領域を観察することによって、θ割れに及ぼす諸因子の影響を調査し、θ割

れ率が温度や拘束条件で定まる作用応力と室温の下降伏応力とθに作用する 大主歪とθ

短径の関数となる実験式を得た。 
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3.5 鋼のミクロ組織の靭性に及ぼす影響の理論的考察 
 

 3.4 の実験で得られた知見を総合して考慮することでα／θ鋼のへき開破壊モデルを構

築し、そのモデルに基づいて作成したプログラムで模擬実験を行った（作成したプログラ

ムは付録参照）。以下、模擬実験の方法と結果について説明する。 

 

3.5.1 提案へき開破壊モデルの概要 
 

 靭性は基本的に「 弱リンク機構」に基づくことから、まず破壊に寄与する体積要素を

定義した。Fig.3-81 に切欠き直下の破壊発生領域と体積要素の概念図を示す。体積要素の

体積は、破壊発生領域に存在する 大のαの体積と定義した。各体積要素には、αとθが

それぞれ巨視的なα粒径分布とθ短径分布に従って分布している。 

 そこに外部から負荷が作用することで、各体積要素にもそれぞれの存在位置に応じた応

力の負荷履歴が作用する。Fiber loading 機構に従い、αに作用する歪と同程度の歪がθに

も作用することで、歪と作用応力とθ短径の関数であるθ割れ率に従ってθが割れる。割

れたθには、粒界に堆積していた転位がなだれ込み、瞬時にθ短径大のθ亀裂が生じる。

そのθ亀裂が隣接αに突入するに際して、亀裂発生時になだれ込んだ転位による歪エネル

ギー、θ亀裂がαに突入する時のαの表面エネルギー、亀裂が生じたことにより解放され

る弾性エネルギー、そして転位によって亀裂が開口することでなされる仕事の 4 つを総合

したエネルギーが単調減少する程度の負荷応力が作用していれば、θ亀裂は隣接αに突入

し、作用していなければθ亀裂は鈍化して無害化する。さらに、生成したα亀裂が Griffith

亀裂としてα粒界を超えて伝播するのに十分な負荷応力が作用していれば、その体積要素

は破壊し、「 弱リンク機構」に従って試験片全体のへき開破壊に至り、作用していなけれ

ばα亀裂はマイクロアレストする。Fig.3-82 に当該へき開破壊モデルの概念図を示す。 
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Fig.3-81 切欠き直下の破壊発生領域と体積要素の概念図 

 

Fig.3-82 新へき開破壊モデルの概念図 

（I）θ亀裂の発生、（II）θ亀裂のα突入、（III）α亀裂のα伝播 
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3.5.2 模擬実験 
 

（a）計算方法 
 

 3.5.1 で述べたモデルに基づき、計算機上で模擬実験を行うため、汎用数式処理システム

の Mathematica ver. 7.0 を用いてプログラムを作成した。 

 始めに「 弱リンク機構」に基づき、切欠き直下のへき開破壊発生領域 Vall を、破壊起

点が亀裂進展方向（=深さ方向）1mm、幅方向 20mm の領域に概ね集中した破壊起点同定

結果 Fig.3-54 を考慮し、20mm 幅×0.6mm 厚×1mm 深と仮定した。厚さ方向は、切欠き

付 3 点曲げ試験片の破面観察から定めた。ただし、プログラム上では、後述する FEM モデ

ルとの整合性のため 10mm 幅×0.3mm 厚×1mm 深の 1/4 領域を 4 回計算した。対象とす

るミクロ組織をα／θ鋼とし、α粒径分布とθ短径分布を 3.4.2 の調査結果 Fig.3-23～28

に基づいて仮定した。ただし、形状はαが球でθが回転楕円体とした。 

 「 弱リンク機構」を構成する体積要素 Ve は、へき開破壊発生領域に存在するα粒 Vall

×Gd 個の中で 大の粒径と同じ体積をもつ立方体と定義した。ここで、Gd はミクロ組織

観察結果 Fig.3-24 を積分した単位体積当たりのα粒数を意味する。 

 各体積要素には、αがミクロ組織観察結果 Fig.3-27 のα粒径数密度割合分布 Gf に従って

任意の数と大きさで分布し、θがミクロ組織観察結果 Fig.3-28 のθ短径数密度割合分布 Cf

に従って任意の大きさで分布した。各体積要素中のθの個数は Ve×Cd 個であり、Cd はミ

クロ組織観察結果 Fig.3-26 を積分したθ短径数密度とした。ただし、一つの体積要素内の

θのアスペクト比は一定としたが、プログラム中で体積要素毎任意に定めたアスペクト比

を用いて単位面積当たりから単位体積当たりのθ短径数分布に換算した。 

 また、各体積要素には、Fig.3-60 に示すような切欠き付 3 点曲げ試験 FEM モデルの 大

主応力分布と 大主歪分布の中で各体積要素の中心座標（x、y、z）に対応する主応力テン

ソルσと 大主歪ε11が負荷増加に伴って作用することとした。実際の負荷増加は連続的で

あるが、プログラム上では、切欠き付 3 点曲げ試験 FEM モデルの切欠き側の押し治具を切

欠き方向に 0.04mm 変位させる度に増加する負荷を作用させ、 終的に 2.00mm まで変位

させた。Fig.3-83 に鋼種 10ML の試験温度－80℃におけるへき開破壊発生領域の 0.05mm

厚の 2 次元平面におけるある負荷履歴時点の 大主応力分布と 大主歪分布を示す。 

 体積要素中のθは、3.4.4 のθ割れ観測実験で得た実験式 Eq.（3-26）に従って割れるも

のとした。プログラム上では、各θの割れ率を一様確率分布で発生させた 0～1 の範囲の実

数の疑似乱数と大小比較をし、各θの割れを判定した。ある段階での負荷増加によって割

れたθ亀裂（以下、割れたてのθ亀裂と称す）tθが隣接するαに亀裂が突入する判定基準

を Eq.（3-9,10）とした。割れたてのθ亀裂 tθが複数の場合は、その内の 大値を tθとし

た。ここで、ヤング率 E（=210GPa）とポアソン比ν（=0.3）と有効表面エネルギーγθ

（=10Jm-2）は Petch[3-13]と同じ値、Locking parameter ky は Eq.（3-19）の傾き
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20.7Nmm-3/2、転移が堆積するα粒径 d は当該体積要素に存在する任意のα粒径とした。ま

た、Eq.（3-10）で算出された局所破壊応力σfθと比較する限界応力には、θ割れが突入す

る隣接αのへき開面に作用する垂直応力σvθの要素の 大値σvθmax を用いた。ここで、垂

直応力σvθは Eq.（3-27）で与えた。 

 

 · T · T （i=1～3）   （3-27） 

 

ここで、σは応力テンソルを、niはへき開面の方位ベクトルをそれぞれ意味する。niは一様

確率分布で発生させた 0～πの範囲の実数の疑似乱数で与えた角度ψr、θr、φr を用いて、

次式 Eq.（3-28）で算出した。 

 

     
 
 

  

 （3-28） 

 

 隣接αに割れたてのθ亀裂が突入できない場合、そのθ割れは鈍化して不活性化し、破

壊起点として作用しなくなる。他方、隣接αに割れたてのθ亀裂が突入する場合、割れた

てのα亀裂に隣接するαに亀裂が伝播する判定基準を Eq.（3-6）とした。ここで、ヤング

率 E（=210GPa）とポアソン比ν（=0.3）は定数、有効表面エネルギーγαは Fig.3-5 の近

似曲線（破線）（－70～－150℃の範囲で 130～53Jm-2）、α亀裂の大きさ d は当該体積要素

に存在する任意のα粒径とした。また、Eq.（3-6）で算出された局所破壊応力σfαと比較す

る限界応力には、θ亀裂が突入したαに隣接するαの 3 つのへき開面に作用する垂直応力

σvθの 大値σvθmaxを用いた。 

 隣接αにα亀裂が伝播できない場合、そのα亀裂は鈍化して不活性化するが、それ以降

も破壊伝播経路から除外されない。他方、隣接αに割れたてのα亀裂が伝播する場合、そ

のα亀裂が存在する体積要素が破壊したと判定し、「 弱リンク機構」に基づいて試験片全

体の破壊に至るとした。 

 以上の計算を全体積、全θ数に対して計算すると膨大な時間がかかる。そこで、計算時

間短縮のため、体積要素は各体積要素に存在するα粒径の 大値が大きい体積要素から 1

割のみを計算し、θはθ短径の 大値から 1%、1%が 1000 個より多い時は 1000 個のみを

計算した。これらの省略が計算結果に影響しないことは、一部の鋼種で確認した。 
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 プログラムの入力値は、へき開破壊発生領域 Vall、各鋼種の単位体積当たりのα粒径数

割合分布 Gf、単位体積当たりのθ短径数割合分布 Cf、単位体積当たりのα粒数 Gd、単位

体積当たりのθ数 Cd、室温の下降伏応力σy0、FEM モデルの負荷増加に伴う主応力テンソ

ル分布σと 大主歪分布ε11、有効表面エネルギーγθ（=10Jm-2）、有効表面エネルギーγ

α、ヤング率 E（=210GPa）、ポアソン比ν（=0.3）、Locking parameter ky（=20.7Nmm-3/2）

である。 

 

 

 

 

 

 
Fig.3-83 （a） 大主応力分布と（b） 大主歪分布の一例 

（鋼種 10ML、試験温度－80℃） 

  

(a) 

(b) 
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（b）計算結果 
 

 Fig.3-84 に鋼種 10SM におけるへき開破壊発生領域内の全体積要素におけるα粒数分布

の一例を示す。鋼種 10SM の場合は、体積要素内に 30～40 個のαが存在する割合が も高

く、1～90 個の範囲で分布した。 

 Fig.3-85 に鋼種 10ML における体積要素内のθ短径数分布の一例を示す。Fig.3-85 の形

状が観察結果 Fig.3-26 とほぼ一致したことから、プログラムの妥当性が確認された。 

 Fig.3-86 に鋼種 10ML の試験温度－80℃における負荷増加に伴う割れたてのθ亀裂数の

累積的変化を示す。また、Fig.3-87 には、Fig.3-86 の中でθ短径が 1μm 以上の割れたて

のθ亀裂数の負荷増加に伴う変化を示す。θの存在割合に応じてθ亀裂数が異なる様子が

認められたが、θ短径がθ割れ率に影響するためθ短径数密度分布 Fig.3-85 の形状と一致

しなかった。また、負荷増加に伴いθ亀裂数は増加するものの、θ亀裂が隣接αに突入で

きない場合に鈍化して不活性化するため、徐々に割れていないθが減少し、ある時点から

割れたてのθ亀裂数が減少することがわかった。 

 Fig.3-88 に鋼種 10ML と 5UL と 5UU の準 CTOD の温度依存性の模擬実験結果を実験値

と比較して示す。模擬実験では、設定した 大負荷が実験で与えた負荷よりも小さかった

ため、準 CTOD が約 0.7mm 以上の場合は破壊しないという結果となった。また、負荷の

増分が不連続であるため、準 CTOD が小さい場合にその精度が十分でない可能性も考えら

れる。それらを考慮すれば、模擬実験結果は実験値とよい一致を示したといえる。 

 Fig.3-89 に模擬実験結果の局所破壊応力σfの温度依存性を実験値と比較して示す。いず

れの鋼種でも、実験値と比べて低い値が散見されるものの、概ねよい一致を示した。また、

同一鋼種でも低温ほどσfが大きくなる傾向が認められた。 

 Fig.3-90～92 に模擬実験結果の破壊起点位置、局所破壊応力σf、局所破壊歪εfをそれぞ

れの準 CTOD に対して実験値と比較して示す。破壊起点位置は準 CTOD が大きいほど大き

くなる傾向が 10MM の一部を除いて一致した。局所破壊応力σfは 10MM の一部を除いて

鋼種毎にほぼ一致した。局所破壊歪εfは準 CTOD が大きいほど大きくなる傾向が一致した。

しかし、いずれも準 CTOD に関して 10SM@－100℃は計算値の方が小さく、5UL@－103℃

は計算値の方が大きく見積もられた。10MM と 10ML で局所破壊歪εfが 0.2 以上の過大な

値を示し、10MM で局所破壊応力σfが 600MPa 以下の過小な値を示した計算結果は、いず

れも切欠き底直下の体積要素が破壊した場合であった。Fig.3-91 の 10ML と 5UL において

準 CTOD が小さいところで局所破壊応力σfが高い値を示した計算結果は、いずれも低温の

計算結果であり、局所破壊応力σfに対する温度の影響と考えられる。 

 Fig.3-93～95 に模擬実験結果のワイブルプロットを実験値と比較して示す。Table3-13

に Fig.3-93～95 の準 CTOD、局所破壊応力σf、局所破壊歪εfの形状母数 m 及び尺度母数

δ0、σ0、ε0を示す。局所破壊応力σfは、形状母数 m と尺度母数σ0のいずれにおいても

実験値と同じ傾向を示した。準 CTOD と局所破壊歪εfは、いずれにおいても試験条件との
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傾向は模擬実験と実験値で全く同じにはならなかったものの、準 CTOD の形状母数 m が平

均的には 2 よりも高い値を示すなど、概ね実験値と一致する傾向を示した。 

 Fig.3-96 に模擬実験結果をその局所破壊応力σfθとσfαで整理して示す。10ML@－70℃

と 10ML@－80℃と 10MM@－80℃は概ねσfαの方が大きく、それ以外は概ねσfθの方が大

きかった。すなわち、低温になるほどσfθの方が大きくなる傾向が認められた。また、局所

破壊応力σfθが大きくなるにつれて、σfαの取り得る範囲が広くなる傾向が認められた。こ

こで、σfθとσfαの大きい方がその破壊の限界条件となると仮定して、Fig.3-97 に模擬実験

結果の局所破壊応力σf の温度依存性における限界条件σfθ（θ）とσfα（α）の影響を示

すと、低温になるほどσfθの方が限界条件となる傾向が認められた。 

 

 

 

 

Fig.3-84 へき開破壊発生領域における各体積要素内のα粒数分布の一例（鋼種 10SM） 
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Fig.3-85 体積要素内のθ短径数分布の一例（鋼種 10ML） 

 

 

Fig.3-86 負荷増加に伴う割れたてのθ亀裂数の累積的変化の一例 

（鋼種 10ML、試験温度－80℃） 
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Fig.3-87 負荷増加に伴うθ短径 1μm 以上の割れたてのθ亀裂数の変化の一例 

（鋼種 10ML、試験温度－80℃） 

 

 

Fig.3-88 脆性延性遷移曲線の模擬実験値（m）と実験値の比較 
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Fig.3-89 局所破壊応力σfの温度依存性の模擬実験値（m）と実験値の比較 

 

 

Fig.3-90 準 CTOD に対する破壊起点位置の模擬実験値（m）と実験値の比較 
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Fig.3-91 準 CTOD に対する局所破壊応力σfの模擬実験値（m）と実験値の比較 

 

 

Fig.3-92 準 CTOD に対する局所破壊歪εfの模擬実験値（m）と実験値の比較 
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Fig.3-93 準 CTOD の模擬実験値と実験値のワイブル分布比較 

 

 

Fig.3-94 局所破壊応力σfの模擬実験値と実験値のワイブル分布比較 
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Fig.3-95 局所破壊歪εfの模擬実験値と実験値のワイブル分布比較 

 

 

Table3-13 各鋼種の同一温度での試験片本数と 

局所破壊応力σfと準 CTOD と局所破壊歪εfの 

形状母数 m と尺度母数δ0、σ0、ε0 

の実験値 Exp.と模擬実験値 Model の比較 

 
 

 

m δ0[mm] m σ0[MPa] m ε0[%]

10SM -100℃ 13 2.3 0.30 27 1042 1.1 5.0
10ML -80℃ 10 2.8 0.26 21 863 1.1 8.6
10MM -80℃ 8 2.3 0.46 19 936 1.2 6.9
10SM -100℃ 21 3.1 0.14 28 966 1.1 2.0
10ML -80℃ 11 1.7 0.29 13 828 0.7 5.7
10MM -80℃ 10 2.4 0.32 8 854 0.8 15.3

CTOD[mm] εf[%]
No. of testTemp.Steel

Exp.

Model

σf[MPa]
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Fig.3-96 模擬実験値の局所破壊応力σfθとσfαの比較 

 

 

Fig.3-97 模擬実験値の局所破壊応力σfの温度依存性における 

限界条件σfθ（θ）とσfα（α）の影響 
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3.5.3 考察 
 

 3.5.2 より、模擬実験結果は全体的に実験値とよい一致を示した。特に Fig.3-88 で脆性延

性遷移曲線が実験値とよく一致し、Fig.3-89 でα粒径が異なる鋼種毎に局所破壊応力σfの

水準が異なるという傾向が一致した。さらに Fig.3-93 でα粒径分布が同程度でθ短径が小

さい鋼種でδ0.2が低温になった Fig.3-46～48 の実験結果を説明できる結果も示された。 

 Fig.3-87 で 1μm よりも大きなθ亀裂数が負荷増加に伴って変動したという結果は、

Beremin[3-4]のモデルにおける一定のθ割れが存在するという仮定の再考を促すものであ

るといえる。 

 Fig.3-89 において、実験値のみでは明確に主張できなかった局所破壊応力σfの温度依存

性を支持する結果が示されたことから、従来から議論されてきた局所破壊応力σf の温度依

存性をより詳細に検討する必要があると考えられる。本提案モデルにおいては、低温にな

るほど作用応力が高くなるため、限界条件となる局所破壊応力σf が高くても、すなわち、

亀裂伝播経路となる結晶粒径が小さくても、へき開破壊に至ることができるようになり、

その結果、局所破壊応力σfの温度依存性が発現したといえる。 

 Fig.3-96,97 で鋼種や温度などの条件によってへき開破壊の限界条件が異なることが示さ

れ、Fig.3-2 の Tsann Lin ら[3-1]の概念を定量的に説明し得たといえる。すなわち、鋼種や

温度条件によっては、2 つの局所破壊応力の内いずれか 1 つだけを限界条件として考慮した

だけでは、Fig.3-2 の Tsann Lin ら[3-1]の概念を十分に説明することができず、ひいては、

本研究の実験結果も説明できないと考えられる。 

 Fig.3-98 には、限界条件が異なるモデルで 10ML の脆性延性遷移曲線を推定した一例を

示す。ここで、10MLp は Fig.3-82 の（I）と（II）、10MLg は（I）と（III）を限界条件と

したモデルによる推定結果を意味する。10MLp は高温側で過度に安全側に評価する傾向が、

10MLg は全般的に安全側に評価する傾向がそれぞれ認められた。これらに比べ、Fig.3-82

の（I）と（II）と（III）を全て限界条件として設定した本提案モデルは、より実験結果に

近い予測結果を示した。 

 Fig.3-99 には、10ML@－80℃と 5UL@－103℃の各条件下でθ割れが隣接αに突入し、

α亀裂を形成しつつも破壊に至らなかったマイクロアレストの体積要素数の準 CTOD に対

する変化を比較した結果を示す。負荷増加に伴って準 CTOD が増すにつれて、10ML でマ

イクロアレストが生じ、さらに準 CTOD が増すと、5UL でマイクロアレストが生じるよう

になったが、10ML に比べて 5UL はへき開破壊に至るまでにマイクロアレストが生じた体

積要素数が少なかった。これは、Table3-9 で 5UL@‐103℃よりも 10ML@‐80℃の方が、

マイクロアレストの見られた破面数が多いという実験結果の傾向と一致した。本提案モデ

ルでは、2 つの限界条件の内σfαがσfθよりも大きい条件でマイクロアレストが発生し易く、

Fig.3-96 を参照することで上記の結果を理解することができる。しかしながら、これでは、

Table3-9 で 5UU や 10UU のマイクロアレスト発生率が高いという実験結果を説明するこ
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とができず、この点については、さらなる検証が必要といえる。 

 Fig.3-100 には、10ML と 5UL と 5UU のθ短径数密度割合分布とθ短径数密度を 10ML

のそれに置き換えた模擬鋼種（以下、それぞれ 10MLm と 5ULm*と 5UU m*と称す）の脆

性延性遷移曲線を示す。Fig.3-101 に、脆性延性遷移曲線の準 CTOD が 0.2mm となる脆性

延性遷移温度δ0.2 [K]を、各鋼種のα粒径 99.9% 大値 d99.9max-1/2[mm-1/2]に対して描画した

結果を示す。ここで、α粒径 99.9% 大値を用いた理由は、準 CTOD が 0.2mm 程度とな

る試験条件の計算結果において、概ねα粒径 99.9% 大値がへき開破壊の限界条件の亀裂

伝播経路であったためである。これらの計算値を 小二乗法で指数近似することで Eq.

（3-29）を得た。 

 

 δ . K 259 exp 0.125 d99.9max
⁄    （3-29） 

 

 Fig.3-102 には、5UL のθ短径数密度割合分布とθ短径数密度を 10ML と 10MS のそれ

に置き換えた模擬鋼種（以下、それぞれ 5ULL と 5ULS と称す）の脆性延性遷移曲線を示

す。Fig.3-103 に Fig.3-102 の脆性延性遷移曲線の準 CTOD が 0.2mm となる脆性延性遷移

温度δ0.2 [K]を 5UL と 5UU と 5UU m*のδ0.2 [K]と共に、それぞれのθ短径 99.9% 大値

t99.9max[μm]に対して描画した。ここで、θ短径 99.9% 大値を用いた理由は、準 CTOD

が 0.2mm 程度となる試験条件の計算結果において、概ねθ短径 99.9% 大値がへき開破壊

の限界条件の亀裂発生起点であったためである。これより、α粒径に関わらずθ短径が小

さくなるほどδ0.2 が低温化すること、また、その変化量はα粒径によって異なることがわ

かった。 

 Fig.3-104,105 には、試験温度－103℃における 5ULL と 5ULS の準 CTOD と局所破壊

応力σfのワイブルプロットをそれぞれ示し、Table3-14 にそれぞれの形状母数 m と尺度母

数σ0、δ0、ε0 を示す。5ULS の方が高い準 CTOD を示すと共に、局所破壊応力σf のば

らつきも小さくなったことから、θ短径分布が小さくなるほど、靭性が改善することが示

された。Fig.3-106 に試験温度－103℃における 5ULL と 5ULS の準 CTOD に対する局所

破壊応力σf を示す。これより、θ短径分布の違いのみによってへき開破壊に至る負荷の大

きさが異なったため、Fig.3-104,105 の結果に至ったことがわかる。Fig.3-107 に試験温度

－103℃における 5ULL と 5ULS の局所破壊応力σfθとσfαの比較を示す。ここで、5ULL

ではσfθよりσfαが大きく、5ULS ではその逆であった。このように、θ短径分布の違いの

みによってへき開破壊の限界条件が異なってくる可能性が示された。 

 以上のように、靭性に対するα粒径やその分布の影響に関しては 3.2 の既往研究でも議論

されてきたことだが、本提案モデルではθ短径分布の靭性に及ぼす影響についても定量的

に説明することができた。 
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Fig.3-98 限界条件の異なるモデルによる脆性延性遷移曲線の推定 

 

 

Fig.3-99 マイクロアレストの体積要素数の準 CTOD に対する変化の鋼種依存性 
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Fig.3-100 θ短径分布が同じ模擬鋼種の脆性延性遷移曲線 

 

 

Fig.3-101 θ短径分布が同じ模擬鋼種のδ0.2[K]のα粒径 99.9% 大値依存性 
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Fig.3-102 θ短径分布が異なる模擬鋼種の脆性延性遷移温度の比較 

 

 

Fig.3-103 θ短径分布が異なる模擬鋼種のδ0.2[K]のθ短径 99.9% 大値依存性 
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Fig.3-104 θ短径分布が異なる模擬鋼種の準 CTOD のワイブル分布 

 

 

Fig.3-105 θ短径分布が異なる模擬鋼種の局所破壊応力σfのワイブル分布 
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Table3-14 θ短径分布が異なる模擬鋼種の試験片本数と 

局所破壊応力σfと準 CTOD と局所破壊歪εfの 

形状母数 m と尺度母数σ0、δ0、ε0の比較 

 
 

 

 

Fig.3-106 θ短径分布が異なる模擬鋼種の準 CTOD に対する局所破壊応力σf 

 

m δ0[mm] m σ0[MPa] m ε0[%]

5ULL -103℃ 9 4.3 0.23 20 1043 1.4 3.5
5ULS -103℃ 10 4.4 0.38 63 1083 2.1 5.7

Temp. No. of test
σf[MPa]CTOD[mm] εf[%]

Steel
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Fig.3-107 θ短径分布が異なる模擬鋼種の局所破壊応力σfθとσfαの比較 
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3.6 結論 
 

 本章では、α／θ鋼に関して、その組織と靭性の関係性を従来の研究より一層明確にし

た。特に、新規に提案したへき開破壊モデルに基づいて、ミクロ組織観察で得たα粒径分

布とθ短径分布が「 弱リンク機構」に基づく体積要素内に分布し、FEM 計算で得た外部

負荷が当該体積要素に作用する時、θ割れに及ぼす諸因子の影響に関する実験式 Eq.（3-26）

とθ亀裂が隣接αに突入する限界応力 Eq.（3-9,10）とα亀裂が隣接αに伝播する限界応力

Eq.（3-6）によってへき開破壊の限界条件を設定した模擬実験で、α粒径が小さい鋼種ほ

ど脆性延性遷移温度δ0.2 が低下し、α粒径が同程度の場合はθ短径が小さい鋼種ほどδ0.2

が低下するという実験結果を説明し得る計算結果を示した。また、実験で得られた局所破

壊応力σfのばらつきのワイブルプロットにおける形状母数 m と尺度母数σ0のいずれの傾

向とも概ね一致する計算結果も示した。これによって、新規に提案したへき開破壊モデル

の妥当性を検証することができた。 

 さらに、この提案モデルによって、Eq.（3-29）のα粒微細化、且つ、Fig.3-103 に示す

ようなθ寸法微細化というα／θ鋼のミクロ組織の高靭化の製造指針を得ることができた。

このことから、前章におけるシップリサイクル鋼の靭性向上の原因を、従来よりも一層理

論的に理解することができた。これにより、今後の製造プロセス検討のさらなる効率化が

期待される。 

 今後は、本章の結果を踏まえ、Charpy 衝撃試験特性との整合性を図るため、FEM の動

的解析導入により歪速度の影響を考慮したモデルの進化が期待される。また、より高強度

な鋼材組織であるベイナイトやマルテンサイトへも適用できるように展開していくことが

期待される。 
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第 4 章 結言 

 

 近年、シップリサイクル条約が採決されたものの、未だ懸念されている解撤能力の不足

に対し、財政的に安定し安全かつ環境上適正な事業が行えるという意味での健全な船舶リ

サイクル産業の育成を提案した。その育成策として、特に廃船から回収したスクラップ鉄

を原料に高品質なリサイクル鋼材を製造することで適正な解撤のための費用を補完して、

リサイクル産業の経済体制の強化を図ることが有効であると考えられた。 

 そして、廃船から回収されるスクラップ鉄を鉄源と仮定し、電気炉や圧延機器など既存

の設備を用い、特にミニミルの使用を想定しながら、脱窒素を目的とする脱ガス精錬処理

を施さず、高価な稀少合金元素を添加せず、窒素含有量 0.004~0.02 質量%を想定しつつ、

降伏強度 355MPa 以上、引張強度 490MPa 以上の高強度鋼で、且つ、エネルギー遷移温度

と破面遷移温度が－70℃以下で、特にシャルピー衝撃試験におけるセパレーション指数が

船体用鋼板として許容可能と考えられる 0.50/mm 以下で靭性異方性に優れ、主に船舶、橋

梁、建築、建設機械などの鋼構造物に使用される鋼板を製造するプロセスについて、加工

熱処理再現装置と実験室規模の圧延設備を用いて検討した。 

 従来から、鋼の靭性は結晶粒径や窒素に依存することが経験的に知られており、従来、

高炉で製鋼される船体用鋼に比べ、シップリサイクル鋼は高窒素化するため低靭化するが、

これを補うために、結晶粒微細化が有効であると考えられた。従来から結晶粒微細化技術

は研究されてきたが、その多くで低温大歪加工を施す必要があったため、新しい加工熱処

理プロセスを検討する必要があった。そこで、経験則に従って、プロセスの検討の指標と

して、平均結晶粒径が 5μm 程度の等軸細粒鋼を定め、ミクロ組織観察をその主な手段とし

た。 

 その結果、上記指標を達成する加工熱処理プロセスとして、オーステナイト（γ）均一

相への加熱後圧下し、フェライト（α）均一相まで急冷後、フェライト／オーステナイト

（α／γ）の二相低温域まで加熱後圧下し、α／γ二相分率が 50％前後となる温度まで再

加熱して制御冷却するプロセスを提案した。そして、より詳細な検討の結果、提案したプ

ロセスでのα／γ二相域までの再加熱温度はγ分率 50%程度となる温度とし、再加熱前圧

下のパス回数はできる限り少なく、再加熱後保持時間はできる限り短くすることを提案し

た。さらに、このプロセスによって試作した板厚 15mm の鋼板は、上記機械的特性の目標

値を達成した。本プロセスの圧延抵抗は従来の圧延設備で耐えうる程度であり、設備技術

の新たな開発を必要としないため、シップリサイクル鋼は国内外問わずに製造可能と考え

られる。 

 本提案プロセスによって、引張強度や降伏強度やセパレーション指数は目標値を達成し

たものの、脆性延性遷移温度で目標値を達成したのは、再加熱温度が 800℃と 825℃で室温

まで急冷したプロセスで作成した鋼材であった。再加熱温度が 850℃のプロセスで作成した
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鋼材は、他のプロセスと比べて若干の粗粒化が認められたものの、焼戻し処理を追加する

ことで、そのミクロ組織に認められた残留マルテンサイトを分解した結果、靭性の目標値

を達成したと考えられた。このように本プロセス研究において、結晶粒径と脆化相寸法の

微細化が靭性向上に寄与することを示したものの、このようなことは従来から経験的な理

解に留まっており、鋼材開発の指針を与えるには至っていない。そこで、基本に立ち返り、

靭性とミクロ組織との関係性を理論的に解明することで、本プロセス研究の焼戻し処理追

加による靭性改善の理由を明らかにすると共に、ひいては今後の鋼材開発にも資すること

が期待された。 

 鋼材の製造指針を与える鋼のミクロ組織と機械的特性との関係性を解明する研究は、従

来から行なわれてきた。しかしながら、基本的にばらつきを伴う靭性については、それを

説明する確率論的なモデルはあるものの、ミクロ組織との直接的な関係性に乏しく、鋼の

製造指針を与えるには至っていない。 

 そこで、α粒径とセメンタイト（θ）短径の異なる鋼種の靭性を切欠き付 3 点曲げ試験

で評価すると共に、温度と拘束条件の異なる砂時計型丸棒引張試験を行ない、その試験片

の縦断面の歪量の異なる領域を観察することによって、θ割れに及ぼす諸因子の影響を調

査した。これらの実験結果を用いて有限要素計算で算定した局所破壊応力σf や局所破壊歪

εfあるいは準 CTOD を説明することのできるへき開破壊モデルを新規に提案した。 

 はじめに、α粒径とθ短径の異なる8鋼種の靭性を切欠き付3点曲げ試験で評価した。

その結果、脆性延性遷移曲線は、α粒径が小さい鋼種ほど低温側に、同等のα粒径の鋼

種でもθ短径の小さい鋼種ほど低温側に位置した。また、脆性延性遷移温度δ0.2は、α

粒径が小さい鋼種ほど低温に、同等のα粒径の鋼種でもθ短径の小さい鋼種ほど低温に

なった。 

 次に、この実験結果を基に各鋼種の下降伏応力σy0を材料特性として入力した有限要

素法商用プログラム ABAQUS ver.6.9.1（以下、FEM と称す）で切欠き付 3 点曲げ試

験モデルを構築した。このモデルを実験の破壊変位まで変形させ、実験の破面で同定し

た破壊起点と同じ位置のモデル上の最大主応力を局所破壊応力σf として算定した。こ

の実験結果に基づいた局所破壊応力σf を各鋼種のα粒径分布とθ短径分布のミクロ組

織観察結果を用いて従来提唱されたモデルの計算式から算出した局所破壊応力σfθと

比較した。その結果、α粒径分布を考慮することで、α粒径分布の異なる鋼種に対して

のみ、その実験結果をほぼ説明することができた。しかしながら、α粒径分布が同程度

でθ短径分布の異なる鋼種の脆性延性遷移温度が異なるという実験結果を説明するこ

とができなかった。これは、従来のモデルがθ割れを前提条件としており、それに及ぼ

す諸因子の影響を考慮していないためであると考えられた。 

 そこで、温度と拘束条件の異なる砂時計型丸棒引張試験を FEM で算出した試験片中

心の最大主歪が 40%となる変位を負荷した後、その試験片縦断面上の最大主歪がほぼ

一定となる領域を観察してθ割れを計数することで、θ割れに及ぼす諸因子の影響を調
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査し、θ割れ率が作用応力ηと最大主歪とθ短径の関数となる実験式を得た。 

 そして、ミクロ組織観察で得たα粒径分布とθ短径分布が「最弱リンク機構」に基づ

く単位体積要素内に分布し、FEM から取得した外部負荷が当該体積要素に作用する時、

θ割れに及ぼす諸因子の影響に関する実験式とθ亀裂が隣接αに突入する限界応力と

α亀裂が隣接αに伝播する限界応力によって、へき開破壊の 3 段階の限界条件を設定す

るという新しいモデルを構築した。 

 この新へき開破壊モデルに基づいてプログラムを作成し、模擬実験を行なったところ、

その脆性延性遷移曲線や局所破壊応力σf は多くの鋼種で実験値とよく一致を示した。

また、準 CTOD や局所破壊応力σfのばらつきのワイブルプロットにおける形状母数 m と

尺度母数σ0のいずれの傾向も実験値と概ね一致した。これによって、新規に提案したへき

開破壊モデルの妥当性を検証することができた。 

 そして、この新へき開破壊モデルによって、結晶粒微細化のみならず、θ寸法も微細化

するべきというα／θ鋼のミクロ組織の高靭化の製造指針を従来よりも一層定量的に得る

ことができた。また、本プロセス検討におけるシップリサイクル鋼の靭性向上の原因を、

従来よりも一層理論的に理解できるようになった。 

 今後は、本研究成果を基に、廃船回収鋼材を原料とした提案プロセスの検証、実大規模

設備によるシップリサイクル鋼の製造などを通して、より実証的な研究を進め、さらに、

シップリサイクル鋼の溶接性能調査と溶接方法の検討などによって、造船用鋼としての要

件を満たす仕様について研究を重ねる必要がある。そして、社会的状況を考慮した上での

事業展開を通して、船舶リサイクル産業の健全な育成がなされることで、最終的には国際

的な循環型社会の形成に至ることが望まれる。 
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付録 

 

A. 模擬実験プログラム（Mathematica ver. 7.0） 

 

 

(*データ取り出し場所の設定*) 

SetDirectory["Univ//Fracture//mathe"]; 

 

(*共通データ取得*) 

graindens = Import["GrainDensity5U4.csv"];(*フェライト密度*) 

cemdens = Import["CemDensity.csv"];(*セメンタイト密度*) 

lowys = Import["Lowystress.csv"]; (*下降伏応力＠室温*) 

gmmt = Import["gmmTempe100.csv"]; (*表面エネルギーの温度依存性*) 

gmmtin = Interpolation[gmmt]; (*表面エネルギーの温度依存性関数*) 

 

(*計算対象容積の設定*) 

xlim = 10.; ylim = 1.; zlim = 0.3; vlim = xlim*ylim*zlim; 

 

(*個別データ取得 10ML の例*) 

txyz = Import["txyz.csv"];(*ＦＥＭ応力歪データ取得した座標と時間*) 

g10ML = Import["10MLgrain5.csv"];(*フェライト分布*) 

cumgin =  

  Interpolation[ 

   Transpose[{Drop[ 

      FoldList[Plus, 0,  

       Map[(#/Total[Transpose[g10ML][[2]]]) &,  

        Transpose[g10ML][[2]]]], 1], Transpose[g10ML][[1]]}],  

   InterpolationOrder -> 1];(*フェライト累積分布関数*) 

cdata1 = Import["10MLcem.csv"];(*セメンタイト分布*) 

e10ML = Import["10MLpe11.csv"];(*歪分布*) 

pe = Interpolation[Transpose[{txyz, Flatten[e10ML]}]];(*歪分布関数*) 

s10ML11 = Import["10MLss11.csv"]; s10ML12 = Import["10MLss12.csv"];  

s10ML13 = Import["10MLss13.csv"]; s10ML22 = Import["10MLss22.csv"];  

s10ML23 = Import["10MLss23.csv"]; s10ML33 = Import["10MLss33.csv"];(*応力分布*) 

ss11 = Interpolation[Transpose[{txyz, Flatten[s10ML11]}]]; 
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ss12 = ss21 = Interpolation[Transpose[{txyz, Flatten[s10ML12]}]]; 

ss13 = ss31 = Interpolation[Transpose[{txyz, Flatten[s10ML13]}]]; 

ss22 = Interpolation[Transpose[{txyz, Flatten[s10ML22]}]]; 

ss23 = ss32 = Interpolation[Transpose[{txyz, Flatten[s10ML23]}]]; 

ss33 = Interpolation[Transpose[{txyz, Flatten[s10ML33]}]];(*応力分布関数*) 

gdata = Cases[graindens, {"10ML", _}][[1, 2]];(*フェライト密度*) 

cdata2 = Cases[cemdens, {"10ML", _}][[1, 2]];(*セメンタイト密度*) 

sly = Cases[lowys, {"10ML", _}][[1, 2]];(*下降伏応力＠室温*) 

yzero = 7;(*y 座標の零点に指定したい座標*) 

temperature = -80; (*試験温度*) 

 

(*共通計算処理*) 

v = 0.3; k = 20.7; e = 210000.; gp = 0.01; krc = 0.133; prc = 1.6;(*計算定数*) 

tlim = 50; (*時間ステップ数*) 

ilim = 0.1; (*計算対象要素の割合*) 

climr = 0.01; (*計算対象セメンタイト数下限値のセメンタイト数に対する割合*) 

clim = 1000;(*計算対象セメンタイト数上限値*) 

iter = 1; (*1/4 モデル計算回数*) 

flist1 = Range[iter]; (*θ亀裂がα突入データ格納リスト*) 

flist2 = Range[iter]; (*α亀裂がα伝播データ格納リスト*) 

ctlist = Range[tlim];(*セメンタイト割れデータ保存リスト*) 

SeedRandom[]; 

temp = Table[cumgin[RandomReal[]], {vlim gdata}]; 

ve = (π Max[temp]^3)/6 10^-9;(*単位体積要素の体積 mm3*) 

enumg = Round[10^9 ve/((π Mean[temp]^3)/6)];(*単位体積要素中の最大フェライト粒

数*) 

temp =. 

numve = Round[vlim/ve]; (*対象容積中の単位体積要素数*) 

enumc = Round[ve cdata2];(*単位体積要素中のセメンタイト数*) 

temp1 = 10^9 ve; temp2 = Table[-1, {enumg}]; 

 

(*1/4 モデル計算の繰り返し*) 

Do[ 

  gilist = Range[numve];(*フェライト粒一覧格納リスト*) 

  (*フェライト生成*) 

  Do[ 



211 
 

   vej = temp1; ij = 1; gi = temp2;  (*変数初期化*) 

   SeedRandom[]; 

   (*単位体積要素中のフェライト生成*) 

   While[vej > 0, 

    (*フェライト粒径生成*) 

    grain = cumgin[RandomReal[]]; 

    grain = If[vej >= (π grain^3)/6, grain, Power[(6 vej)/π, (3)^-1]]; 

    gi[[ij]] = grain; ij++;(*フェライト粒保存*) 

    vej = vej - (π grain^3)/6;(*単位体積の減少*) 

   ]; 

   gilist[[j]] = Take[gi, ij - 1];(*フェライト粒一覧登録*) 

   , {j, numve} 

  ]; 

  gmelist = Map[Mean[#] &, gilist];(*フェライト平均粒径格納リスト*) 

  glist = Map[Max[#] &, gilist];(*フェライト最大粒径格納リスト*) 

 

  (*単位体積要素座標作成*) 

  i = x = y = z = xy = xyz = xyi = 0; frac1 = {}; frac2 = {}; 

  xlist = ylist = zlist = Range[numve];(*変数初期化*) 

  While[z < zlim && i < numve, 

   While[y < ylim && i < numve, 

    While[x < xlim && i < numve, i++; 

     xlist[[i]] = x + (ve^(1/3))/2;(*x 座標登録*) 

     ylist[[i]] = y + (ve^(1/3))/2;(*y 座標登録*) 

     zlist[[i]] = z + (ve^(1/3))/2;(*z 座標登録*) 

     x = x + ve^(1/3); (*単位体積要素の一辺*) 

     xy = xy + ve^(2/3); (*単位体積要素の面積*) 

     xyz = xyz + ve;(*単位体積要素の体積*) 

     ]; 

    y = y + xy/x; xyi = xyi + xy; x = xy = 0;(*変数調整*) 

    ]; 

   z = z + xyz/xyi; y = xyi = xyz = 0;(*変数調整*) 

   ]; 

  numlist = Range[numve];(*順位格納リスト*) 

  (*フェライト最大粒径での単位体積要素の降順整列*) 

  temp =  
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   Sort[Join[Transpose[{glist, xlist}], Transpose[{ylist, zlist}],  

     Transpose[{gmelist, numlist}], 2], #1[[1]] > #2[[1]] &]; 

  glist = Flatten[Take[temp, All, {1}]];(*フェライト最大粒径*) 

  xlist = Flatten[Take[temp, All, {2}]];(*x 座標*) 

  ylist = Flatten[Take[temp, All, {3}]];(*y 座標*) 

  zlist = Flatten[Take[temp, All, {4}]];(*z 座標*) 

  (*gmelist=Flatten[Take[temp,All,{5}]];*)(*フェライト平均粒径*) 

  numlist = Flatten[Take[temp, All, {6}]];(*順位*) 

  gilist = gilist[[numlist]];(*フェライト粒一覧*) 

  temp =.; 

  tf = tlim;(*破壊時点の初期化*) 

  imax = Round[numve ilim];(*計算対象の単位体積要素数*) 

 

  (*単位体積要素計算の繰り返し*) 

  Do[ 

   prop = 0;(*変数初期化*) 

   If[IntegerQ[i/(Round[imax/10])], Print[i, " : ", DateString[]]];(*計算経過表示*) 

   While[prop == 0, 

    SeedRandom[]; q = RandomReal[];  

    kap = If[q == 1, 1, q/2 + ArcSin[Sqrt[1 - q^2]]/(2*Sqrt[1 - q^2])];(*回転楕円体変換係

数*) 

    temp = Map[(kap*#) &, Transpose[cdata1][[2]]]; 

    cumcin =  

     Interpolation[ 

      Transpose[{Drop[FoldList[Plus, 0, Map[(#/Total[temp]) &, temp]], 

          1], Transpose[cdata1][[1]]}], InterpolationOrder -> 1];(*セメンタイト累積分

布関数*) 

    temp =.; 

    clist = Map[N[cumcin, 10], Table[RandomReal[], {enumc}]];(*有効数字 10 桁セメン

タイト短径分布降順*) 

    gii = gilist[[i]];(*フェライト粒径一覧*) 

 

    (*単位体積要素座標*) 

    x = xlist[[i]]; 

    y = If[yzero == 7, yzero + ylist[[i]], yzero - ylist[[i]]];  

    z = zlist[[i]]; 
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    (*時間ステップの繰り返し*) 

    For[tk = 1, tk <= tf, tk++, 

     If[clist != {}, 

       t = tk/tlim;(*時間ステップの正規化*) 

       ss = {{ss11[t, x, y, z], ss12[t, x, y, z],  

          ss13[t, x, y, z]}, {ss21[t, x, y, z], ss22[t, x, y, z],  

          ss23[t, x, y, z]}, {ss31[t, x, y, z], ss32[t, x, y, z],  

          ss33[t, x, y, z]}}; 

       ssmax = Max[Flatten[ss]];(*最大主応力*) 

       pet = pe[t, x, y, z];(*歪*) 

        

       temp = Round[climr Length[clist]];(*計算対象のセメンタイト短径分布*) 

       sel =  

        Select[ 

         Map[krc (ssmax/sly) pet #^prc &,  

          Take[clist, If[temp > clim, -clim, -temp]]], # >  

           RandomReal[] &];(*セメンタイト割れ判定*) 

       temp =.; 

        

       If[sel != {}, 

        cracklist =  

         Map[N[Power[#/(krc*(ssmax/sly)*pet), (prc)^-1], 10] &, sel];(*割れたセメンタ

イト*) 

        If[w == 1 && i == 1, ctlist[[tk]] = cracklist];(*割れたセメンタイト保存*) 

        clist = Complement[clist, cracklist];(*セメンタイト一覧から不活性セメンタイ

トを除去*) 

        (*sgm=gmelist[[i]];*) 

        SeedRandom[]; 

        sg1 = gii[[RandomInteger[{1, Length[gii]}]]];(*割れたセメンタイト隣接フェラ

イト粒径*) 

        sc = Max[cracklist];(*割れたセメンタイトの最大値*) 

        cc = ((1 + 1/Sqrt[2]) (1 - v^2) k^2 sg1^2)/(8 π e gp sg1);(*限界亀裂長*) 

        sf1 =  

         If[sc < cc, ( 

          4 e gp Sqrt[sg1/1000])/((1 + 1/Sqrt[2]) (1 - v^2) k sg1/ 
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           1000),  

          Sqrt[(4 e gp)/(π (1 - v^2) sc/1000) - ( k^2 (sg1/1000)^2)/( 

            8 π^2 (sc/1000)^2 sg1/1000)] - (k sg1/1000)/( 

           2 Sqrt[2] π sc/1000 Sqrt[sg1/1000])];(*局所破壊応力 1*) 

 

        (*ランダム結晶方位生成*) 

        SeedRandom[]; 

        ψr = RandomReal[{0, π}]; θr = ArcCos[RandomReal[{-1, 1}]];  

        φr = RandomReal[{0, π}];  

        gψθφ = {{Cos[ψr] Cos[θr] Cos[φr] - Sin[ψr] Sin[φr],  

           Sin[ψr] Cos[θr] Cos[φr] +  

            Cos[ψr] Sin[φr], -Sin[θr] Cos[ 

             φr]}, {-Cos[ψr] Cos[θr] Sin[φr] -  

            Sin[ψr] Cos[φr], -Sin[ψr] Cos[θr] Sin[φr] +  

            Cos[ψr] Cos[φr], Sin[θr] Sin[φr]}, {Cos[ψr] Sin[θr],  

           Sin[ψr] Sin[θr], Cos[θr]}}; 

        sst = Max[gψθφ[[#]].ss.gψθφ[[#]] & /@ {1, 2, 3}];(*最大垂直応力*) 

 

        (*セメンタイト亀裂の隣接フェライト粒突入判定と保存*) 

        If[sf1 < sst, 

         AppendTo[ 

          frac1, {t, x, y, z, sg1, sc, q, cc, sf1, ssmax, sst, pet}]; 

         gm = gmmtin[temperature + 273]/1000.;(*温度依存の有効表面エネルギー*) 

         SeedRandom[]; 

         sg2 = gii[[RandomInteger[{1, Length[gii]}]]];(*割れたフェライト隣接フェライ

ト粒径*) 

         sf2 = Sqrt[(π e gm)/((1 - v^2) sg2/1000)];(*局所破壊応力 2*) 

 

         (*ランダム結晶方位生成*) 

         SeedRandom[]; 

         ψr = RandomReal[{0, π}]; θr = ArcCos[RandomReal[{-1, 1}]];  

         φr = RandomReal[{0, π}];  

         gψθφ = {{Cos[ψr] Cos[θr] Cos[φr] - Sin[ψr] Sin[φr],  

            Sin[ψr] Cos[θr] Cos[φr] +  

             Cos[ψr] Sin[φr], -Sin[θr] Cos[ 

              φr]}, {-Cos[ψr] Cos[θr] Sin[φr] -  
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             Sin[ψr] Cos[φr], -Sin[ψr] Cos[θr] Sin[φr] +  

             Cos[ψr] Cos[φr], Sin[θr] Sin[φr]}, {Cos[ψr] Sin[θr],  

            Sin[ψr] Sin[θr], Cos[θr]}}; 

         sst = Max[gψθφ[[#]].ss.gψθφ[[#]] & /@ {1, 2, 3}];(*最大垂直応力*) 

          

        (*フェライト亀裂の隣接フェライト粒伝播判定と保存*) 

         If[sf2 < sst, prop = 1; tf = tk; 

          AppendTo[ 

           frac2, {t, x, y, z, sg1, sg2, sc, q, cc, sf1, sf2, ssmax,  

            sst, pet}]; 

          ]; 

         ]; 

        ]; 

       ]; 

     ]; 

    Break[];(*全時間に亘り破壊しなかった時のループ脱出*) 

    ]; 

   , {i, imax}]; 

  flist1[[w]] = frac1;(*フェライト粒突入事例保存*) 

  flist2[[w]] = frac2;(*破壊事例保存*) 

  frac2 >>> "data5UL10MS4.csv";(*破壊事例外部ファイル追記*) 

  , {w, iter}]; 
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GrainDensity5U4.csv 

 
CemDensity.csv 

 

Lowystress.csv  
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xlim = 10.; ylim = 1.; zlim = 0.3; (xlim=width/2, ylim=depth, zlim=thickness/2) 

 
txyz.csv      10MLpe11.csv      10MLss11.csv 

 
＊FEM からのデータ取得（別紙参照） 
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10MLgrain5.csv  

 

10MLcem.csv  
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B. 実験データ 

 

 

切欠き付 3 点曲げ試験データ 

℃ 1 2 3 4 1 2 3 4 kN mm MPa % mm

b8 -67.5 3.00 0.48 27.4 0.75 849 7.5 0.37
b3 -70 3.48 2.21 0.69 0.51 26.6 0.55 812 2.0 0.28
b7 -80 -2.98 0.20 27.5 0.56 847 18.3 0.28
b6 -103 3.11 -3.15 0.00 0.79 32.0 0.17 680 16.9 0.11
b4 -120 6.09 0.36 27.5 0.16 1013 1.4 0.09
b5 -140 1.17 0.40 18.0 0.10 0.03
b2 -78 -4.06 0.36 29.0 0.77 894 11.4 0.38
b4 -80 -1.99 0.39 26.6 0.44 835 4.8 0.23
b6 -83 -1.64 7.56 6.64 0.32 0.24 0.00 27.5 0.17 755 4.2 0.10
b7 -85 2.76 3.03 0.21 0.00 28.4 0.25 799 7.6 0.14
b8 -80 -1.74 0.65 28.8 0.39 841 1.3 0.21
b1 -76 4.05 0.28 25.5 0.49 835 10.9 0.25
b3 -78 3.65 0.45 26.2 0.38 830 3.2 0.20
b5 -80 -0.50 -4.66 -4.16 0.47 0.11 0.15 25.7 0.26 802 1.5 0.15
b9 -81 1.48 0.49 27.9 0.44 842 2.6 0.23
b10 -77 3.87 0.27 27.0 0.51 835 10.9 0.26
b11 -89 -0.74 0.30 28.4 0.26 747 6.4 0.14
b12 -84 1.67 0.55 26.9 0.26 765 3.1 0.14
b13 -89 -1.02 0.60 28.7 0.23 816 2.2 0.13
b14 -83 2.51 -6.74 -8.25 0.43 0.14 0.33 26.9 0.41 793 7.0 0.21
b5 -80 -3.82 0.00 28.2 0.47 780 47.0 0.24
b9 -80 3.04 0.47 29.7 0.62 921 5.4 0.31
b6 -100 4.96 -6.29 0.47 0.28 33.9 0.21 960 1.5 0.13
b7 -120 0.99 -8.70 1.09 0.00 0.00 0.94 25.3 0.10 665 6.6 0.06
b8 -140 4.68 0.00 27.1 0.00 0.06
b10 -75 1.08 0.22 33.2 1.61 949 38.0 0.77
b3 -75 0.51 0.88 40.3 2.95 1017 14.1 1.39
b4 -76 0.30 0.75 31.7 1.23 954 5.1 0.59
b9 -75 -2.18 1.59 38.5 2.67 958 4.1 1.26
b1 -76 4.41 1.56 34.1 1.65 846 2.9 0.79
b6 -76 -4.59 0.24 38.6 2.51 971 47.3 1.19
b2 -76 -0.98 0.82 34.5 1.70 989 7.8 0.82
b5 -76 3.50 1.02 32.9 1.42 942 3.8 0.68
b7 -76 1.49 1.60 32.4 1.35 858 1.2 0.65
b8 -75 -0.36 1.22 35.8 1.96 956 3.6 0.93
b3 -99 4.57 0.21 33.2 0.42 970 14.1 0.23
b1 -120 5.31 -5.86 -8.41 0.29 0.00 0.14 38.8 0.24 1074 4.1 0.15
b6 -106 4.00 0.66 38.2 0.25 1043 0.9 0.16
b9 -99 -5.85 0.46 33.4 0.41 1018 3.8 0.22
b7 -102 0.28 0.37 35.6 0.69 1052 10.4 0.35
b8 -102 3.62 0.34 34.6 0.33 993 5.0 0.18
b2 -140 1.77 4.26 0.39 0.30 26.0 0.12 1219 0.9 0.07
b3 -99 -3.05 0.46 35.7 0.77 1062 7.7 0.38
b5 -100 -1.54 0.60 33.9 0.37 1009 1.3 0.20
b6 -100 2.98 0.54 33.9 0.64 1057 4.5 0.32
b8 -100 -0.03 0.47 34.1 0.40 1014 2.6 0.21
b9 -100 1.97 0.43 32.5 0.28 980 2.1 0.16
b7 -100 3.37 1.05 38.2 0.98 1065 2.0 0.49
b2 -100 -1.92 0.73 37.9 0.83 1084 3.1 0.42
b4 -99 -3.99 0.94 35.4 0.46 1004 1.1 0.24
b10 -103 0.90 0.48 34.2 0.13 983 0.5 0.10
b1 -105 1.01 0.37 37.6 0.34 1025 3.9 0.20

fracture gauge
displacement

fracture
local stress

fracture
local strain

Critical
quasi CTOD

1544

fracture location
tempTest piece

Symbol

fracture
load

 No.

10SM

1548

1547

X_axis(left：＋,right：-) Y_axis
mm mm

10ML

10MS

1545

R0.5

1543

1546
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切欠き付 3 点曲げ試験データ（続） 

℃ 1 2 3 4 1 2 3 4 kN mm MPa % mm

b5 -80 -5.87 0.38 29.7 0.74 919 9.7 0.37
b8 -85 0.86 0.64 28.5 0.32 878 0.8 0.18
b6 -100 2.50 0.00 30.4 0.14 611 14.4 0.09
b7 -120 -3.84 0.00 31.0 0.08 668 6.6 0.06
b9 -140 -4.12 -1.13 0.00 0.63 24.3 0.00 0.05
b2 -80 -4.05 0.47 31.3 0.95 956 9.3 0.47
b3 -80 -0.30 0.92 32.2 1.02 920 1.8 0.50
b1 -81 -1.57 0.76 31.4 0.81 910 2.8 0.40
b8 -80 1.98 2.49 0.88 0.00 31.7 0.88 914 2.0 0.43
b10 -80 -3.58 5.85 0.32 0.00 26.7 0.31 826 4.6 0.17
b6 -80 1.52 0.38 30.5 0.88 959 12.6 0.43
b4 -80 1.69 0.79 31.6 0.96 916 2.8 0.47
b5 -41 5.62 0.84 29.2 2.35 1.10
b4 -60 -0.93 -3.46 3.13 0.00 28.6 2.30 1.07
b8 -80 -2.94 0.93 30.1 0.91 915 2.2 0.13
b2 -100 -7.90 4.23 8.04 6.81 0.00 0.10 0.00 0.00 29.4 0.10 584 6.7 0.07
b7 -122 -4.66 0.00 27.7 0.05 653 6.6 0.04
b1 -80 3.65 -0.19 -6.69 0.20 0.00 0.13 27.9 0.20 781 5.7 0.12
b9 -83 -0.63 5.15 0.00 0.00 28.7 0.22 672 26.2 0.13
b9 -75 1.40 0.00 25.8 0.18 618 19.0 0.11
b4 -79 1.60 5.55 -5.35 0.00 0.00 0.00 26.2 0.12 568 10.4 0.08
b10 -75 6.91 -1.36 0.00 0.00 25.8 0.22 639 22.9 0.13
b2 -82 5.14 -0.65 0.26 0.00 0.00 0.00 27.7 0.15 598 14.0 0.09
b6 -75 4.13 7.71 -7.08 0.00 0.00 0.00 27.9 0.54 754 54.5 0.27
b8 -75 4.17 -8.02 0.00 0.00 25.6 0.20 636 22.1 0.12
b1 -82 -0.35 -6.32 4.96 0.00 0.05 0.09 29.1 0.12 569 10.5 0.09
b7 -75 1.97 0.29 28.2 0.54 881 11.3 0.27
b5 -82 4.95 -6.10 -7.32 0.00 0.15 0.00 32.8 0.15 598 14.0 0.11
b3 -80 -5.37 8.19 0.76 0.61 29.7 0.57 877 2.4 0.29
b6 -150 -0.76 -7.35 -8.23 0.39 0.28 0.00 55.3 0.32 1445 3.0 0.21
b8 -130 6.01 -8.41 0.70 0.00 46.5 0.36 1321 1.4 0.21
b5 -122 -3.60 6.54 0.67 0.85 48.5 0.86 1341 3.4 0.44
b7 -155 -6.63 -4.29 5.37 0.24 0.78 0.54 50.0 0.17 0.13
b4 -133 0.12 5.53 0.43 0.24 55.6 0.51 1431 4.5 0.30
b8 -148 -3.74 0.00 57.8 0.31 1040 35.4 0.21
b5 -142 -6.20 ?? 0.96 0.96 57.0 0.28 1272 0.7 0.20
b6 -127 2.08 0.02 61.9 1.25 1145 102.9 0.65
b2 -132.5 -3.49 0.03 62.1 1.26 1177 95.8 0.65
b3 -120 4.02 0.00 62.5 2.24 1.10
b7 -158 4.73 -1.21 -7.02 0.00 0.32 1.05 52.8 0.18 0.13
b6 -109 -7.02 0.44 35.6 0.31 1028 2.7 0.18
b3 -103 6.75 -2.99 -3.17 0.00 1.19 0.50 37.5 0.29 704 32.6 0.17
b4 -86 2.43 1.15 41.3 2.09 1.00
b2 -129 -4.49 0.20 50.0 0.15 0.13
b8 -105 3.10 0.53 35.3 0.23 1036 1.0 0.14
b10 -103 2.05 0.23 33.2 0.54 981 16.7 0.27
b11 -105 0.45 0.17 35.8 0.13 841 3.0 0.10
b12 -105 0.77 0.61 34.0 0.26 1051 0.7 0.15
b13 -104 6.15 0.54 35.0 0.36 1056 2.3 0.20
b14 -105 2.15 0.88 44.0 1.28 1129 2.9 0.63
b15 -105.5 -3.34 0.78 42.3 1.00 1128 3.2 0.50

Symbol
Test piece temp

fracture location
fracture

load
fracture gauge
displacement

5UU 1B3

1665

22

10MM

10LM

10UIU

 No.

1664

1662

1661

fracture
local strain

Y_axis
mm mm

fracture
local stress

5UL

X_axis(left：＋,right：-)

1b2

Critical
quasi CTOD

 

 



研究業績 

 

 以下に、著者が博士課程時に対外的に発表した研究業績を列記する。 

 

１． プロシーディングス 

（１）平成１９年９月 Portsmouth, UK 

International Conference on Computer Applications in Shipbuilding 2007 

 「Safe and Cost-Minimum Planning System for Disassembling Process of  

Ship-Hull Considering Environmental Impact」 

（国際学会口頭発表、古賀毅、青山和浩と共著） 

（２）平成１９年１２月 Tokyo, JAPAN EcoDesign 2007 

「Capacity building of ship recycling which complementary relation with  

"ship recycle convention"」（国際学会ポスター発表、古賀毅、青山和浩と共著） 

（３）平成２０年８月 Brooklyn, New York, USA 

ASME 2008 International Design Engineering Technical Conferences 

& Computers and Information in Engineering Conference 

「Disassembling System of Large Scaled Structure considering  

Safety, Environmental Impact, and Economic Efficiency」（古賀毅、青山和浩と共著） 

（４）平成２０年１０月 Tokyo, JAPAN 

International Symposium commemorating the First Anniversary  

of the Foundation of GoNERI 

「Equiaxed grain refinement by thermo-mechanical process  

in α/γ region in low alloy steel」 

（国際学会ポスター発表、粟飯原周二、花村年裕、平田耕一と共著） 

（５）平成２０年１１月 New Delhi, INDIA 

7th International Exhibition and Conference  

on Mineral, Metals, Metallurgy and Materials IIM’s 2008 

「Equiaxed grain refinement by thermo-mechanical process  

in α/γ region in low alloy steel」 

（国際学会口頭発表、粟飯原周二、花村年裕、平田耕一と共著） 

（６）平成２１年９月 Kyoto, JAPAN CAMP-ISIJ 第 158 回秋季講演大会 

「フェライト・セメンタイト鋼の局所破壊応力に及ぼすミクロ組織の影響 

 ―フェライト・セメンタイト鋼の靭性に及ぼすミクロ組織の影響（１）―」 

（国内学会口頭発表、粟飯原周二と共著） 

 



 

 

（７）平成２１年９月 Kyoto, JAPAN CAMP-ISIJ 第 158 回秋季講演大会 

「フェライト・セメンタイト鋼のセメンタイト割れ発生に及ぼす諸因子の影響 

 ―フェライト・セメンタイト鋼の靭性に及ぼすミクロ組織の影響（２）―」 

（国内学会口頭発表、粟飯原周二と共著） 

（８）平成２１年１１月 Tokyo, JAPAN 

International Symposium commemorating the Second Anniversary  

of the Foundation of GoNERI 

「Effect of microstructure on toughness of ferrite/cementite steels」 

（国際学会ポスター発表、粟飯原周二と共著） 

 

２． 国内学会口頭発表 

（１）平成２１年３月 社団法人 日本鉄鋼協会 

第２回「構造材料の破壊特性のばらつきと組織」フォーラム 「共同研究進捗報告」 

（２）平成２１年６月 社団法人 日本鉄鋼協会 

第３回「構造材料の破壊特性のばらつきと組織」フォーラム 「共同研究進捗報告」 

（３）平成２１年８月 社団法人 日本鉄鋼協会 

第４回「構造材料の破壊特性のばらつきと組織」フォーラム 「共同研究進捗報告」 

（４）平成２１年１１月 社団法人 日本鉄鋼協会 

第５回「構造材料の破壊特性のばらつきと組織」フォーラム 「共同研究進捗報告」 

（５）平成２２年３月 社団法人 日本鉄鋼協会 で発表予定 

第６回「構造材料の破壊特性のばらつきと組織」フォーラム 「共同研究最終報告」 

 

３． 特許 

（１）平成２１年４月 特願 2009-092745 

「鋼板とその製造方法」     （粟飯原周二、花村年裕、平田耕一と共同発明） 

（２）平成２１年１１月 特願 2009-265056 

「高強度鋼と高強度圧延鋼板」  （花村年裕、鳥塚史郎、粟飯原周二と共同発明） 

 

４． 報告書 

（１）平成１９年１０月 独立行政法人 科学技術振興機構 委託研究 

産学共同シーズイノベーション化事業（顕在化ステージ）研究成果報告書 

「産業廃棄物金属のミクロ組織制御によるリサイクル手法の開発」 

（粟飯原周二、花村年裕、平田耕一と共著） 
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